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請求の趣旨 

１ 国土交通大臣斉藤鉄夫が、沖縄防衛局に対し、２０２３年１２月２８日付で行

った、２０２０年４月２１日付け沖防第２０５６号による普天間飛行場代替施設

建設事業に係る埋立地用途変更・設計概要変更承認申請についての承認（国水政

第９７号）を取り消す 

２ 訴訟費用は被告の負担とする 

との判決を求める。 

 

請求の原因 

第１ はじめに 

国土交通大臣斉藤鉄夫が、沖縄防衛局に対し、沖縄県知事に代わって２０２３年

１２月２８日付で行った、２０２０年４月２１日付け沖防第２０５６号による普天

間飛行場代替施設建設事業に係る埋立地用途変更・設計概要変更承認申請について

の承認（国水政第９７号）（以下、「本件代執行承認」という。）（甲１）は違法

である（甲２）。 

この裁判で審理してほしいと原告が求めているものは本来そんなに難解なもので

はない。 

「沖縄防衛局がなした設計概要変更申請が、公有水面埋立法が求める要件を満た

していないのではないか」というシンプルな話である。 

軟弱地盤等の存在が明らかになった現時点において、なお工事は可能なのか、設

計概要を変更してまで埋め立てを進める必要はあるのか、今なお本当に辺野古に基

地は必要なのか、当初の建設予定５年がその３倍近くになり、１０年以上も現状が

固定される計画となっているにも関わらずなお辺野古に基地を建設しようとするこ

とが本当に沖縄の負担軽減になるのか、新しい工事計画では大浦湾のかけがえのな

い環境を破壊しないのか、基地の建設が公害をもたらさないのか、県民の大半が反

対しているのにおかしくないのか、これらの極めて素朴な疑問について、公有水面
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埋立法が求めた要件に照らして考えてみれば、やはりその要件は充足せず、基地建

設は違法となる、という単純な問題提起をしているに過ぎないのである。 

公有水面の埋立てについては、公有水面埋立法という法律で、埋立てが認められ

る場合についての要件を明確に定めている。 

そうである以上、司法権たる裁判所においては、公有水面埋立法に照らして、こ

の埋立てが認められる場合かどうかが中心に議論されるべきであり、そう考えるの

が普通ではないだろうか。 

それにもかかわらず、これまでの辺野古埋立をめぐる訴訟においては、埋立法の

法律の要件の充足性という、実体の議論（中身の議論）はきちんと尽くされてこな

かった（令和５年３月６日福岡高等裁判所那覇支部判決は実体審理を行なったもの

の、それを不服とした沖縄県知事の上告を受けた最高裁判所は、高裁すら否定して

いた取消裁決の拘束力という形式論で高裁の結論だけを是認し、高裁が行なった実

体審理についてはこれを無きものとし、沖縄県知事が行った中身の議論に関する不

服申し立てについては結局何ら議論をしなかった。）。 

また、これまで、この辺野古新基地建設の違法性をめぐる住民と国との間の訴訟

においては、原告適格というマジックワードによって、実質的な議論が避けられ、

沖縄県と国との間の訴訟においても法律上の争訟性や取消裁決の拘束力等というマ

ジックワードによって、きちんと埋立法の要件充足性という実体審理がなされたこ

とがなかった。 

このような事態は、国会で成立した法律に基づいて、行政が適法に運用されてい

るかをチェックするという司法の役割を放棄したものとはいえないだろうか。 

基地が置かれることとなる場所のすぐ近くに住み一番影響を受ける人たちが、こ

の埋め立ては埋立法に照らしておかしいと言い、さらに埋立法において埋立ての承

認権すら与えられた県知事さえもがこの埋立ては埋立法に照らしておかしいと言っ

ている。 

それにもかかわらず、そのおかしいとする内容の審理についてはきちんとした議

論が一度も行われないまま、行政権内部で（沖縄防衛局と国交大臣との間のマッチ
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ポンプにより）設計概要変更申請が是認され、埋立てが進められてしまっているの

である。 

しかも、これまでの裁判所は、中身の議論を避けるために、あえて入口論の議論

を複雑で歪なものとし、憲法が保障し、また、憲法の下これまで積み上げられてき

た地方自治の理念や行政に対する法の支配の理念を大幅に後退させてしまうという

愚を犯してしまっているのである。 

裁判所に強く問いたい。 

本当にこのままでいいのでしょうか。三権の一翼を担う司法としての役割を、こ

のまま放棄し続けるのでしょうか。そして、自らが、司法や法体系を後退させ、腐

敗させてしまうのでしょうか。 

これまでの辺野古をめぐる訴訟における裁判所の振る舞いは、残念ながら、行政

のチェック機関たる司法の役割を担ってきたものとはいえず、その信頼を失わせる

に足る醜悪なものであったと言わざるを得ない。 

この訴訟においては、いたずらに形式論を振りかざし、実体要件の審理から逃げ

ようとするのではなく、しっかりと正面からこれに取り組んでいただきたい。 

そして、司法が再び本来の役割を取り戻す契機としてもらいたい。 

 

第２ 事実経過 

 １ 本件承認 

沖縄防衛局は、普天間飛行場の代替施設を設置するためとして、平成２５年

３月２２日、沖縄県知事に対し、沖縄県名護市辺野古に所在する辺野古崎地区

に隣接する水域の公有水面の埋立ての承認を求めて願書を提出し、同年１２月

２７日、その承認（以下「本件承認処分」という。）を受けた。 
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 ２ 本件変更不承認 

沖縄防衛局は、本件承認処分の後に判明した事情を踏まえ、地盤改良工事を

追加して行うなどするため、令和２年４月２１日付けで、沖縄県知事に対し、

本件変更申請をした。 

沖縄県知事は、令和３年１１月２５日付けで、公有水面埋立法４２条３項に

おいて準用する同法１３条ノ２第１項、並びに、同法４２条３項において準用

する同法１３条ノ２第２項において準用する同法４条１項１号及び２号の各規

定（以下、以上の各規定を「本件各規定」という。）の要件に適合しないなど

として、本件変更不承認をした。 

 

 ３ 本件裁決 

沖縄防衛局は、本件変更不承認を不服として、令和３年１２月７日付けで、

地方自治法２５５条の２第１項１号に基づき、公有水面埋立法を所管する大臣

である国土交通大臣に対し、審査請求をした。国土交通大臣は、本件変更不承

認に係る沖縄県知事の判断は裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用したもの

であって、本件各規定に反し違法であるなどとして、令和４年４月８日付け

で、本件変更不承認を取り消す旨の裁決（以下「本件裁決」という。）をした

（甲３）。 

 

 ４ 本件指示 

沖縄県知事は本件裁決後も本件変更承認をしなかったところ、国土交通大臣

は、これが沖縄県知事の裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用したものであ

り、「都道府県の法定受託事務の処理が法令の規定に違反している」（地方自

治法２４５条の７第１項）と認められるなどとして、令和４年４月２８日付け

で、沖縄県に対し、本件変更承認をするよう是正の指示（以下「本件指示」と

いう。）をした。 
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 ５ 国地方係争処理委員会の審査 

沖縄県知事は、本件裁決及び本件指示を不服とし、地方自治法の定める国と

の紛争解決の制度に基づいてこれを解決することを希望して、それぞれ令和４

年５月９日及び同月３０日付けで、国地方係争処理委員会に対し、地方自治法

２５０条の１３第１項に基づく審査の申出をしたが、本件裁決については同年

７月１２日付けでその申出を却下する旨の、本件指示については同年８月１９

日付けで本件指示は違法でないと認める旨の審査の結果の通知を受けた（甲

４）。 

 

 ６ 沖縄県知事の訴訟提起 

沖縄県知事は、国地方係争処理委員会の判断を不服として、本件裁決につい

ては同月１２日に、本件指示については同月２４日に、地方自治法の定める裁

判所における国との紛争解決の制度に基づいて、これらを解決することを希望

して、それぞれが違法な国の関与に当たると主張して、同法２５１条の５第１

項１号に基づき、その取消しを求める各訴えを提起した（なお、本件裁決の取

消しを求める訴えについては、令和５年８月２４日、最高裁判所において、こ

れを不適法として却下した原審判決に対する沖縄県知事の上告受理申立てを受

理しない旨の決定がされた。）。 

 

 ７ 福岡高等裁判所那覇支部の判決 

しかしながら、福岡高等裁判所那覇支部は、同年３月１６日、沖縄県知事の

本件変更不承認が公有水面埋立法の本件各規定に違反すると実体判断をした上

で、本件指示は地方自治法２４５条の７第１項所定の要件を満たすものとして

適法である旨判示し、本件指示の取消しを求める沖縄県知事の請求を棄却する

旨の判決を言い渡した（甲５）。 
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 ８ 沖縄県知事の上告と最高裁判所の判決 

沖縄県知事は、福岡高等裁判所那覇支部の前記判決を不服として最高裁判所

に上告したが、最高裁判所は、同年９月４日、要旨、次のアからウまでのとお

り判示し、沖縄県知事の上告を棄却する旨の判決（最高裁令和５年（行）第１

４３号同年９月４日第一小法廷判決。以下「令和５年最高裁判決」という。）

を言い渡した（甲６）。 

 

ア 法定受託事務に係る申請を棄却した都道府県知事の処分について、これを

取り消す裁決がされた場合、行政不服審査法の規定に基づき、都道府県知事

は、上記裁決の趣旨に従って、改めて上記申請に対する処分をすべき義務を

負うというべきである。 

 

イ 法定受託事務に係る申請を棄却した都道府県知事の処分がその根拠となる

法令の規定に違反するとして、これを取り消す裁決がされた場合において、

都道府県知事が上記処分と同一の理由に基づいて上記申請を認容する処分を

しないことは、地方自治法２４５条の７第１項（是正の指示）所定の法令の

規定に違反していると認められるものに該当する。 

   

ウ 本件の事実関係等によれば、本件裁決は沖縄県知事のした本件変更不承認

が公有水面埋立法の本件各規定に違反することを理由として本件変更不承認

を取り消したものであるところ、沖縄県知事（沖縄県知事）は本件変更不承

認と同一の理由に基づいて本件変更承認をしないものといえるから、そのこ

とは地方自治法２４５条の７第１項所定の法令の規定に違反していると認め

られるものに該当する。 
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 ９ 国土交通大臣による承認の勧告、指示 

沖縄県知事が上記令和５年９月４日、最高裁判決を受けた後も本件変更申請

を承認しなかったことから、国土交通大臣は、地方自治法２４５条の８第１項

に基づき、沖縄県知事に対し、令和５年９月１９日付けで、同月２７日までに

本件変更申請を承認するよう勧告したが、沖縄県知事は、何ら対応せず、同日

までに本件変更申請を承認しなかった。 

国土交通大臣は、同条２項に基づき、沖縄県知事に対し、同月２８日付け

で、同年１０月４日までに本件変更申請を承認するよう指示したが、沖縄県知

事は、何ら対応せず、同日までに本件変更申請を承認しなかった。 

 

１０ 国土交通大臣による代執行訴訟 

国土交通大臣は、令和５年１０月５日、地方自治法２４５条の８第３項に基

づき、地方自治法第２４５条の８第３項の規定に基づく埋立地用途変更・設計

概要変更承認命令請求訴訟を提起した。 

 

１１ 福岡高裁那覇支部の判決 

   これに対し、福岡高等裁判所那覇支部は、同年１２月２０日、国土交通大臣

の請求を認容し、沖縄県知事は、沖縄防衛局がした令和２年４月２１日付け沖

防第２０５６号による普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立地用途変更・

設計概要変更承認申請につき、沖縄県知事がこの判決の正本の送達を受けた日

の翌日から起算して３日以内（ただし、行政機関の休日に関する法律１条１項

の規定による休日は、上記３日の期間から除く。）に承認せよとの判決を言い

渡した（甲７）。 

 

１２ 沖縄県知事の上告受理申立て 

同年１２月２７日、沖縄県知事は、上記福岡高等裁判所那覇支部の判決を不

服とし、最高裁判所に対し、上告受理申立てを行った。 
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１３ 本件代執行承認 

同年１２月２８日、国土交通大臣は沖縄防衛局に対し、２０２０年４月２１

日付け沖防第２０５６号による普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立地用

途変更・設計概要変更承認申請につき、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４５条の８第８項及び公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第

４２条第３項において準用する同法第１３条ノ２第１項の規定により承認する

として、沖縄県知事に代わって承認（以下「本件代執行承認」とする。）を行

った（甲１）。 

 

１４ 辺野古周辺住民による訴訟 

（１）埋立承認処分取消裁決の取消訴訟の提起及び執行停止の申立て 

本訴訟の一部の原告を含む辺野古周辺の住民１６名（後に１名取下げ）

は、那覇地方裁判所に対し、２０１９年４月１９日、埋立承認処分取消裁決

の取消訴訟の提起及び執行停止の申立てをした。執行停止の申立てに対して

は、２０２０年３月１９日、１５名のうち１１名は原告適格が認められない

として却下決定がされたが、４名（本訴訟でも原告となっている原告番号２

番金城武政、３番照屋都、４番金城ハツ子、８番宮平秀子）については原告

適格を有することを前提に、原告らに生じる重大な損害を避けるための緊急

の必要性がないとして却下決定がなされた。 

那覇地方裁判所は、埋立承認処分取消裁決の取消訴訟に対しては、同年４

月、上記１１名に対して却下判決を下したものの、４名に対して原告適格を

有することを前提に引き続き弁論が続けられた。 

それにもかかわらず、裁判体が交代後の２０２２年４月２６日、那覇地方

裁判所は、上記４名についても原告適格を否定し、訴えを却下した。 

これを不服とし、上記４名の住民は、２０２２年５月６日、控訴を提起

し、福岡高等裁判所に埋立承認処分取消裁決の取消訴訟が係属中である。 
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（２）本件不承認処分を取消す旨の裁決の取消を求める取消訴訟の提起 

また、本訴訟の一部の原告を含む辺野古周辺の住民１６名（後に１名取下

げ）は、那覇地方裁判所に対し、２０２２年８月２３日、上記国土交通大臣

がなした本件不承認処分を取消す旨の裁決の取消を求める取消訴訟を提起

し、現在も係属中である。 

 

第３ 当事者 

１ 原告 

（１）はじめに 

原告番号１から１９番、２１番から２８番の原告らは、本件埋立海域周辺

（名護市辺野古、豊原、久志、二見、瀬嵩、汀間、三原）に居住し、本件埋

立により消失する公有水面及び自然環境から様々な恩恵を受け、その利益を

享受している者である。また、原告番号２０番の原告は、辺野古周辺地域に

おいてダイビングツアーを行って財産的利益を享受して生計を立てている者

である。そして、原告番号２９番及び３０番の原告らは、辺野古新基地建設

の滑走路延長線上に居住する者である。 

具体的には、次の利益を享受している者である。 

 

（２）辺野古周辺地域に居住し利益を享受している者 

ア 生命、身体、生活環境に係る被害を直接的に受けない利益等を有してい

る者 

    原告番号１から１９番、２１番から２８番の原告らは、本件埋立により豊

かな公有水面が消失することにより、あるいは本件埋立地が米軍飛行場とし

て使用されることにより、公有水面埋立法及び同法の関連法令により法律上

保護された権利利益（生命、身体、生活環境に係る被害を受けない利益等）

を害される者であり、抗告訴訟の原告適格を有する者である。 
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また、航空法及び統一施設基準は、空港の設置に辺り建築物の高さ制限を

定めているところ、これらの規定は航空機の安全な運航を確保し、当該制限

が設定される範囲内に居住棟する者の生命又は身体に対する危険を最小化す

ることを目的とするものと解される。 

原告番号５番新垣庸一が居住する自宅は高さ制限に抵触しており、航空機

の事故等に起因する声明又は身体に対する直接的な被害が及ぶ具体的な危険

が存するものである。この点は今後詳細に主張する。 

原告番号８番宮平秀子が居住する建造物についても、現時点でこの高さ制

限に抵触しないものの、今後建て替えや増築を行うにあたって制限を受ける

ことになる。 

 

イ 本件埋立海域の豊かな自然を享受している者    

原告番号１から１９番、２１番から２８番の原告らは、いずれも本件埋立海

域の周辺地域に居住し、日々の生活において、本件埋立海域の豊かな自然を享

受している者である。 

 

（３）辺野古周辺地域においてエコツーリズムを営む者 

   エコツーリズム推進法は、エコツーリズムが「自然環境の保全」について

重要な意義を有することに鑑みて制定された法律であり、エコツーリズムに

ついて諸施策を行うことにより、「現在及び将来の国民の健康で文化的な生

活の確保に寄与することを目的とする」法律であり、同業を保護する趣旨を

含む法律である。 

原告番号２０番の岩本俊紀は、ダイビングショップを経営し、主に大浦湾

においてダイビングツアーを行って財産的利益を享受するとともに、ダイビ

ングガイドなどをしてエコツーリズム業を営み生計を立てている者である。 

また、原告番号１番の東恩納琢磨も、辺野古周辺地域において、エコツー

リズム業を営み生計を立てている者である。 
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２ 被告 

被告は、本件承認を行った、行政庁たる国土交通大臣が所属する国である。 

 

第４ 本件代執行承認の前提たる裁決及び是正の指示の違法性 

   公水法４２条３項が準用する同法１３条ノ２第２項は、設計概要変更承認の

要件として同法４条１項を準用するところ、以下のとおり、本件変更承認申請

は同法４条１項の要件やその他要件を充たしておらず、これを理由としてなさ

れた本件不承認処分は適法であり、そうであるにも関わらず同不承認処分を取

り消した本件裁決及び本件裁決を前提とした本件指示は違法であり、かかる本

件裁決や本件指示を前提とする本件代執行承認も違法である。 

 

１ 本件審査請求の不適法性（その１）― 法２５５条の２の解釈 

 （１）地方自治法の改正 

１９９９年に，地方分権一括法により地方自治法が改正され，それまでの

機関委任事務制度が廃止され，新たに法定受託事務制度が導入された。法定

受託事務は，地方公共団体の事務とされ，法定受託事務を配分・授権された

地方公共団体は，国と対等な関係に立つものと位置づけられた。 

 

 （２）「関与の制度」を新設 

それと同時に，同改正で，国と地方公共団体間，あるいは地方公共団体間

の関与を認め，同関与に関する紛争を解決する制度が新たに地方自治法の中

に設けられた（同法第１１章。以下，同制度を「関与の制度」という）。 

 

 （３）「関与の制度」の趣旨 

「関与の制度」は，法定受託事務につき，国と地方公共団体が対等な関係

に立つことを前提とした上で，国と地方公共団体との間の紛争を解決する目
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的で新設された制度であるから，同制度の下では，国は「固有の資格」にお

いてであれ，一般私人と同様な立場としてであれ，国と地方公共団体間の紛

争である以上，同制度により解決をすることが予定されていると解されるも

のである。 

したがって，本件のように，沖縄防衛局が「一般私人と同様な立場」で本

件変更承認申請をなしていたと主張していたとしても，地方自治法２５５条

の２の規定の存在を理由に，行政不服審査法に基づく審査請求をなしえない

と解するのが相当である。 

なお，地方自治法２５５条の２に，法定受託事務につき，行政不服審査法

に基づき審査請求をすることができる旨の規定が存するが，同規定は，一般

私人が法定受託事務につき不利益処分を受けたときに，審査請求をなしうる

趣旨で定められたものと解すべきものである。 

仮に，国が「一般私人と同様な立場」で処分の名宛人となった場合に，審

査請求を行うことができると解すると，本件のように裁決庁である国土交通

大臣が，本来対等な立場にあるはずの沖縄県知事に対し，一方的に「執行停

止」決定や「裁決」を行えることになり，法定受託事務の前提とする国と地

方公共団体間の対等な関係を崩すことになる。 

また，裁決庁がなした処分に対して，処分庁である知事が争う方法につい

て何ら明確に整備されていない現行法制度の下では，上記状況は著しく「関

与の制度」を新設した立法趣旨に反し，到底容認し得ない事態となるものと

言わねばならない。 

法定受託事務につき，審査請求を行うことができると規定（法第２５５条

の２）した趣旨は，私人の権利利益を迅速簡易に公正に救済するために法定

受託事務制度の趣旨を一定限度で制限したものであり，国が処分の名宛人と

なっている場合を想定して定められたものではないと解するのが相当であ

る。 
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 （４）小括 

よって，本件審査請求はそもそも不適法なものであり，却下されるべきで  

あったものであって、その点を看過してなされた本件裁決及び本件裁決を前

提とする本件指示は違法であって、これらを前提になされた本件代執行承認

は違法である。 

 

２ 本件審査請求の不適法性（その２）―「固有の資格」に基づく申請 

 （１）本件変更承認申請は「固有の資格」に基づくものであること 

本件変更承認申請は，行政不服審査法７条２項に定める「固有の資格」に

基づく申請と認められるものであるから，本件審査請求は不適法である。 

 

 （２）令和２年最高裁判決における公有水面埋立承認処分の「固有の資格」該

当性判断について 

    ア 令和２年最高裁判決の判断の要旨 

     公有水面埋立承認処分に関し、行政不服審査法７条２項の「固有の資

格」の該当性について判断した判例として最高裁令和２年３月２６日判

決・民集７４巻３号４７１頁（以下「令和２年最高裁判決」という。）

が存する（甲８）。 

令和２年最高裁判決は、行政不服審査法の趣旨目的に鑑みて、「固有

の資格」とは、「国の機関等であるからこそ立ち得る特有の立場、すな

わち、一般私人（国及び国の機関等を除く者をいう。以下同じ。）が立

ち得ないような立場をいう」との一般論を展開した上で、「行政不服審

査法は、行政庁の処分に対する不服申立てに係る手続（当該処分の適否

及び当否についての審査の手続等）を規定するものであり、上記「固有

の資格」は、国の機関等に対する処分がこの手続の対象となるか否かを

決する基準であることから」、固有の資格該当性判断については、「当
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該処分に係る規律のうち、当該処分に対する不服申立てにおいて審査の

対象となるべきものに着目すべきである」とした。 

そして、「埋立承認のような特定の事務又は事業を実施するために受

けるべき処分について、国の機関等が上記立場において相手方となるも

のであるか否かは、当該事務又は事業の実施主体が国の機関等に限られ

ているか否か、また、限られていないとすれば、当該事務又は事業を実

施し得る地位の取得について、国の機関等が一般私人に優先するなど特

別に取り扱われているか否か等を考慮して判断すべきである。そして、

国の機関等と一般私人のいずれについても、処分を受けて初めて当該事

務又は事業を適法に実施し得る地位を得ることができるものとされ、か

つ、当該処分を受けるための処分要件その他の規律が実質的に異ならな

い場合には、国の機関等に対する処分の名称等について特例が設けられ

ていたとしても、国の機関等が一般私人が立ち得ないような立場におい

て当該処分の相手方となるものとはいえず、当該処分については、等し

く行政不服審査法が定める不服申立てに係る手続の対象となると解する

のが相当である。」との枠組みを示した。 

この枠組みに照らして、「当該処分を受けた後の事務又は事業の実施

の過程等における監督その他の規律」の差異は、「当該処分に対する不

服申立てにおいては、直接、そのような規律に基づいて審査がされるわ

けではない」ため、それだけで固有の資格該当性を肯定する根拠にはな

らないとしている。 

かかる枠組みを踏まえて、令和２年最高裁判決は、「国の機関が埋立

承認を受けることにより、埋立てを適法に行うことができるようになる

という効果は、国以外の者が埋立免許を受ける場合と異ならない」と

し、竣功通知により公有水面の公用を廃止する権限が国にあることは、

「公有水面は国の所有に属し、本来的にその支配管理に服するから」で

あり、埋立承認によりかかる権限が付与されるものと解する理由がない
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ため、竣功認可と竣功通知の相違は固有の資格該当性判断に影響しない

とした。そして、埋立承認は、出願手続（公有水面埋立法２条２項、３

項）、審査手続（同法３条）、免許基準（同法４条、５条）、水面の権

利者に対する補償履行前の工事着手の禁止等（同法６条～１０条）、処

分の告示（同法１１条）等の埋立免許に係る諸規定を準用していること

（同法４２条３項）、国と国以外の者との競願に際して国が優先してい

ないこと（同法施行令３条、３０条）から、埋立承認及び埋立免許を受

けるための手続や要件等に差異がなく、「埋立てを適法に実施し得る地

位を得るために国の機関と国以外の者が受けるべき処分について、「承

認」と「免許」という名称の差異にかかわらず、当該処分を受けるため

の処分要件その他の規律は実質的に異ならない」と結論づけた。 

一方で、同法４２条３項が準用していない規定は（同法１２条、１３

条、１６～２４条、３２条～３５条等）、「埋立免許がされた後の埋立

ての実施の過程等を規律する規定」であり、「国の機関が埋立てを適法

に実施し得る地位を得た場合における、その埋立ての実施の過程等につ

いては、国が公有水面について本来的な支配管理権能を有していること

等に鑑み、国以外の者が埋立てを実施する場合の規定を必要な限度で準

用するにとどめたもの」と評価し、「そのことによって、国の機関と国

以外の者との間で、埋立てを適法に実施し得る地位を得るための規律に

実質的な差異があるということはできない」として、固有の資格該当性

の判断に影響がないとしている。 

 

    イ 令和２年最高裁判決の判断の特徴  

令和２年最高裁判決における「固有の資格」該当性の判断として特徴

的であるのは、その当否はさておくとして、複数の連続的な段階を経て

なされる公有水面埋立ての全体構造から埋立免許・承認処分のみを切り

出し、その法効果を抽象化したレベルで比較して同一性を判断している
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点にある（藤田宙靖『行政組織法 第２版』５６頁、なお、調査官解説 

２３７頁以下参照）。 

すなわち、令和２年最高裁判決は、免許・承認後の規律を、免許・承

認の規律から切り離し、免許・承認の法効果を抽象化することで、免許

と承認の要件、手続の規律の同一性のみに着目して固有の資格該当性を

判断することを可能とした。 

免許・承認後の規律の相違は、免許・承認処分の結果として置かれる

処分の名宛人の立場の相違であるから、処分の法効果の相違とも評価し

うることは明らかであるが、令和２年最高裁判決は、免許・承認処分に

紐づけられた免許・承認後の規律については、固有の資格該当性の判断

の考慮から除外したのである。 

同様に、令和２年最高裁判決は、国の本来的支配管理権限を肯定し、

竣功通知（公用廃止）をなしうる権限が埋立承認によって付与されたも

のではない（厳密には、付与されたものと考えなくてもよい）と考え、

竣功認可と竣功通知の区別を、固有の資格該当性の考慮から除外してい

る。 

仮に埋立承認により竣功通知をなしうる権限が与えられるものではな

くとも、埋立承認を得なければ竣功通知はなしえない以上、埋立承認の

結果として、国が竣功通知をなしうる地位に立つことは凡そ否定できな

いであろうが、令和２年最高裁判決は、かかる地位は埋立承認後の規律

と考え、埋立承認の固有の資格該当性の判断の考慮から除外したものと

考えられる。この点、前最高裁判事の藤田宙靖は、①埋立てを適法に行

える資格の付与、②埋立ての竣工、③予定された用途への利用、の３段

階のうち、②、③については固有の資格該当性を肯定することは理論的

に十分可能であるとした上で、令和２年最高裁判決は、①について、

「埋立てを適法に行い得る資格の付与」を「それ以前には全ての者に許

されなかった埋立てという行為を法的に可能にする行為一般」という抽
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象化したレヴェルで理解することで「承認」と「免許」との違いを否定

したと評価している（藤田宙靖『行政組織法 第２版』５６頁）。 

藤田は、このような解釈手法について、「法解釈技術としては、それ

なりに筋の通った一つの考え方」と評価しつつも、行政不服審査制度

は、本来は国の権利利益の救済を図るものではないから、そこにいう

「国民」の中に国をも読み込めるケースは本来極めて例外的である筈で

あり、本件で、②、③の段階を必然的に伴う①の段階で、国の立場と一

般私人の立場とを全く均質・対等なものとする前提から出発してよいか

については、十分な検討がされるべきと指摘している。 

いずれにせよ、令和２年最高裁判決の判断枠組は、藤田が整理すると

ころの①の切り出しにより成立しているもので、②、③の段階には妥当

しない。 

また、藤田が指摘するように、国民の権利利益の救済を目的とする行

政不服審査制度において、「国民」に「国」を読み込めるケースは、本

来、例外的でなければならない。  

  

 （３）沖縄防衛局は「固有の資格」において本件変更不承認処分の相手方とな

ること  

令和２年最高裁判決が判示するとおり、公水法は、国が埋立承認に基づい

て埋立てをする場合について、国以外の者が埋立免許に基づいて埋立てをす

る場合に適用される規定のうち、指定期間内における工事の着手及び竣功の

義務に係る規定（１３条）、違法行為等に対する監督に係る規定（３２条、

３３条）、埋立免許の失効に係る規定（３４条、３５条）を準用していな

い。  

また、同法４２条３項は、変更承認の対象について「埋立地ノ用途又ハ設

計ノ概要ノ変更ニ係ル部分ニ限ル」としている。  
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このような埋立免許・承認後の規律の相違は、令和２年最高裁判決によれ

ば、国が本来的に公有水面の支配管理権を有していること等に由来するもの

である。 

埋立免許・承認後は、国は本来的に公有水面の支配管理権を有しているこ

とから（令和２年最高裁判決によれば、竣功通知をする権限も、埋立承認に

より与えられるものではない）、言わば自律的に埋立てを施工することがで

き、竣功期間に制限はなく、都道府県知事の監督も受けない。 

竣功期間に制限がない結果、竣功期間の伸長に埋立変更承認を得る必要は

なく、埋立承認により大枠で要件充足が判断されている以上、より環境負荷

が少ない埋立区域の減少についても埋立変更承認を得ずに自律的に施工でき

る。 

仮に、本件が、国以外の者が事業主体であった場合、工事期間の伸長と、

埋立区域の減少も伴っていることから、変更許可申請も必要であった。  

また、普天間基地の早期の危険除去という目的に照らして、どの程度の期

間内で除去されるべきかという観点から埋立免許で竣功期間が定められ、本

件のように、免許時と比較して、工事期間が大幅に伸長し、実際にいつ完成

するか不明確になったような場合に、変更許可が不許可とされれば、期間内

に竣功しないとして埋立免許は失効し（公水法３４条１項２号）、事業主体

は原状回復義務を負うことにもなったはずである（同３５条１項）。  

しかし、本件は、公有水面の支配管理権を有している国が事業主体である

ため、かかる規律を受けず、埋立区域の減少と工事期間の伸長については変

更承認申請はされず、これらの点は、変更承認において考慮されないことと

なったのである（なお、裁決書６４乃至６５頁）。 

以上、国が公有水面の支配管理権を有しており、免許・承認処分を受けた

後の異なる規律の法効果が既に生じているという背景から（藤田の整理する

②の段階）、国以外の者が変更許可を受ける場合と、国の機関が変更承認を

受ける場合とでは手続および要件に差異があり、この差異によって「国の機
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関等が一般私人に優先するなど特別に取り扱われている」（令和２年最高裁

判決）ところ、沖縄防衛局は「一般私人が立ち得ないような立場」において

変更承認処分の相手方となるもの、すなわち、「固有の資格」において本件

変更不承認処分の名宛人となったものである。 

以上より、本件変更承認申請は，「固有の資格」に基づく申請と認められ

るものであるから，行政不服審査法７条２項によれば、本件審査請求自体が

なしえない不適法なものであったのであり、この点を看過して下された本件

裁決は違法である。 

 

 （４）結論 

  以上，本件審査請求は，不適法な審査請求である。ゆえに，不適法な審査

請求であることを看過してなされた本件裁決は違法であり，本件裁決が適法

であることを前提としてなされた本件代執行承認も取消されるべきものであ

る。 

 

３ 裁決が公有水面埋立法に違反するものであること（甲２） 

 （１）はじめに 

本件代執行承認の前提となった本件裁決および本件指示は、公有水面埋立

法第４条１項１号、２号の要件解釈（甲９ないし１１）やそのあてはめにおい

て、防衛局の主張の根拠や信用性についてまったく吟味しないまま、ただただ

防衛局の主張をなぞるばかりの客観性・公平性を欠く判断であり、下記詳述す

るように、法令解釈の誤りや事実誤認が多く違法である。 

 

 （２）災害防止要件の判断枠組みとあてはめについての法令解釈の誤り 

構造物の設計は、対象物に最も相応しい設計基準や技術基準で行う。辺野古

新基地は普天間飛行場の代替施設として計画されている飛行場である。飛行

場の土木施設の技術基準は、「空港土木施設設計要領」（２０１９．４ 国土
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交通省航空局）（以下、「空港設計要領」とする。）であるから、辺野古新基

地の設計にあたっては、技術基準としては、「空港設計要領」が選択されなけ

ればならない。 

この「空港設計要領」では地震時安定性の照査が必要とされており、その対

象には、護岸のみならず土構造物すなわち護岸の支持地盤が含まれている。土

構造物すなわち護岸の支持地盤の地震時安定性照査までが必要となるのであ

る。 

ところが、沖縄防衛局は、「空港設計要領」に“「港湾基準・同解説」を参

考とすることができる”という記述があることを根拠に、「港湾基準・同解説」

に（条件をつけることなく）準拠することができると曲解した。このことによ

り、本来「空港設計要領」では地震時安定性の照査対象であるべき土構造物す

なわち護岸の支持地盤の地震時安定性照査が除外されてしまっているのであ

る。 

本件裁決は、かかる沖縄防衛局の技術基準の選択の誤りを看過し、港湾基

準・同解説に準拠すればそれで足りるかのような判断を行い、それでは足りな

いとした県知事の裁量的判断に濫用・逸脱があるとした。 

しかしながら、このような技術基準の選択の誤りがあれば、災害防止要件の

審査基準である「埋立地の護岸の構造が、例えば、少なくとも海岸護岸築造基

準に適合している等、災害防止に十分配慮されている」と判断できないと県知

事が審査したのは当然であり、かかる県知事の裁量的判断に濫用逸脱がある

とした本件裁決や本件裁決を前提とする本件指示、本件代執行承認に違法が

あるのは明らかである。 

この点については、本書面の第５で詳述する。 

 

 （３）不適切な地盤の調査・評価・結果 

軟弱地盤を埋立てて飛行場を作るとき最初にするのは、地盤調査である。護

岸周辺と滑走路の計画地点を中心に設計・施工に必要な試験を行う。その際、
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適切な調査間隔と深さ方向に十分な試料採取が求められる（甲１３，１４）。 

本件において、Ｂ－２７地点のせん断強度の推定で用いた試験は、そのどち

らも不十分である。護岸周辺や滑走路の計画地点も、調査間隔が広すぎる。 

それゆえ、Ｂ－２７地点における力学的試験がなされていないことを理由

に本件設計変更を不承認とした沖縄県知事の裁量判断は当然のものであり、

裁量判断に濫用・逸脱はない。 

それにもかかわらず、本件裁決は、「同一の地盤特性ならば同一の土質定数

を持つ」、あるいは、「土の強度は自重が決める」などといった一般論を論拠

として、Ｂ－２７地点における力学的試験は必要ないとして、上記県知事の判

断を裁量の濫用・逸脱とした。 

しかしながら、たとえば、①同じ土層でも上流と下流では粒度が異なるので、

同じ地盤特性を持たないこと、②強度には粒度もコンシステンシーも影響す

るので自重だけでは決まらないこと、③細粒分質砂は粘性土とみなせるとし

ているが、細粒分質砂と粘性土は地盤特性が違うことなどからすれば、「同一

の地盤特性ならば同一の土質定数を持つ」、あるいは、「土の強度は自重が決

める」などといった一般論を論拠として、Ｂ－２７地点における力学的試験は

必要ないなどとは言えないのであり、本件裁決や本件指示は事実認定を誤っ

ている。 

地盤の評価に関しても、本件裁決や本件指示が判断の前提とした防衛局の

地盤の評価方法が以下の点で不合理である。まず①Ｂ－５８地点やＳ－３地

点のボーリング柱状図の地層境界を根拠なく変更し、主観的な理由で試料を

棄却・採用している、次に②せん断強さを「港湾基準・同解説」にはない方法

で決定している、また、③基礎岩盤である嘉陽層（ＥＫＫ層）は排水層ではな

いにもかかわらず排水層であるとしている、さらに④地盤のすべり抑止に用

いるＳＧＭ軽量土は、不同沈下で強度を失うので、抑止効果は期待できない、

さらにまた、⑤ＳＰＣ（砂杭）施工に伴い盛り上がる土の強度定数が妥当性を

欠く、などの理由から、防衛局の地盤の評価方法は適切でない。これら評価方
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法の誤りは全て、地盤の安定性照査で作用耐力比が小さくなる（１未満になる）

ように働いているのであり、このように誤った地盤の評価方法を前提として

いる本件裁決についても、事実誤認があると言わざるを得ない。 

試験結果に関しても、①防衛局による試験結果の説明が不適切なので、Ｂ－

２７地点周辺の地盤状況が分からないこと、②防衛局がＣＰＴ試験から１年

も経ってＢ－５８地点やＳ－２０地点のボーリング試験をするという不可解

な行動をしたこと、③不可解な一連の行動はＣＰＴ試験から非排水せん断強

さを求めることができたのにその事実を隠蔽したことに原因があるなど、不

合理な点が多々存する。これら諸点に鑑みれば、Ｂ－２７地点の力学的試験を

行えばせん断強度が小さいことが明らかになる見込みであったことから、防

衛局が恣意的にＢ－２７地点の力学的調査を避けたと強く疑わざるを得ない。 

そうだとすれば、Ｂ－２７地点における力学的試験がなされていないこと

を理由に本件設計変更を不承認とした沖縄県知事の裁量判断は当然のもので

あり、裁量判断に濫用・逸脱はなく、これがあるとした本件裁決や本件裁決を

前提とした本件指示、本件代執行承認は違法である。 

この点については、第６において詳述する。 

 

 （４）作用耐力比が１以上になる施工時・完成時の地盤の安定性 

沖縄防衛局は、港湾基準・同解説が調整係数ｍを１．１０以上としているの

だから、一律に１．１０とすることになんら問題はないとし、本件裁決も、そ

のような沖縄防衛局の主張を前提として判断を行っている。 

しかしながら、どんな場合でも１．１０で良いのであれば、「１．１０以上」

という表現はしない。地盤・地質や地形の複雑さ、施工の難易度によって採る

べき安全率（調整係数）が変わるからこそこのような表現になっているのであ

り、実際に、港湾基準・同解説が引用している土田・湯論文（甲１６）におい

ても、地盤の状況、地盤定数の信頼度に応じて調整係数を変えるべきことが記

載されている（同論文（甲１６）１３６頁））。Ｃ－１護岸のＡｖｆ－ｃ２層
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は深い谷地形に堆積し、世界的に例のない深さ７０ｍまでの地盤改良であり、

盛り上がる土砂も大量であることを考えれば、施工時の地盤は現状よりも不

均一になり地盤定数の信頼度は低くなることは明らかである。よって、沖縄防

衛局が調整係数を一律に１．１０に設定したことは不合理であり、これを是と

する本件裁決の判断も不合理である。 

次に、沖縄防衛局は、Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層のせん断強さを求める

にあたりＳ－３地点、Ｓ－２０地点及びＢ－５８地点のボーリング試験結果

を用いているほか、沖縄防衛局は、せん断強さの値を大きくするために様々な

データ操作を行っている。すなわち、非排水せん断強度の推定に用いているデ

ータ数１３個には、砂（細粒分質砂）をＡｖｆ－ｃ２層としている２個や、特

定の１か所だけ４個というのが含まれている（他の場所は１か所１個のデー

タ）。これらの５個のデータを除外すると、有効なデータは８個になる。沖縄

防衛局は、上記の点以外にも、細粒分質砂を粘性土としてＡｖｆ－ｃ２層のデ

ータに加える等、恣意的なデータ操作を行っている。そして、これらの恣意的

なデータ操作に基づき、Ｂ－２７地点のせん断強さが間接的に決定されてい

る。このような地盤条件の設定は著しく不合理かつ危険なものであり、そうで

あるにも関わらず、かかる危険性を適切に評価していない本件裁決は明らか

に不合理と言わざるを得ない。 

この点については、第７で詳述する。 

 

 （５）震度１～３で崩壊する基礎地盤と沖縄防衛局が地震時安定性照査をして

いないこと（法第４条第１項第１号および第２号の要件を満たしていな

いこと） 

沖縄防衛局は、護岸の支持地盤の地震時安定性を全く検討していない。 

また、地震動の設定についても、レベル１地震動が「港湾基準・同解説」に

準拠しない誤った方法が設定されている。一次元地震応答解析では、工学的基

盤面の定義を含む地盤モデルや解析用データなどが、技術検討会資料にない
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ので、地震時解析の結果報告の体をなしていない。 

Ｃ２護岸の一部を除く護岸では、震度１～３の地震で地盤が崩壊する。 

このような事態が予想されるのに、沖縄防衛局は、「港湾基準・同解説」に

固執し、護岸の支持地盤の地震時安定性を全く検討していない。 

このような沖縄防衛局の地震リスク及び災害レジリエンス（強じん性）の検

討の欠如からすれば、法第４条第１項第１号および第２号の要件を満たさな

いのは明らかであり、その点を何ら考慮せず、防衛局の判断をそのまま是認す

る本件裁決は違法である。 

この点については、第８で詳述する。 

 

第５ 災害防止要件の判断枠組みとあてはめについての法令解釈の誤り  

１ 本件裁決の要旨 

 （１）本件裁決の要旨 

    本件裁決は、沖縄防衛局が本件変更承認申請において、①設計に用いた地

層区分と、②その地層区分に基づいて各地層に設定した、せん断強さ（せん

断強度）を含む土質定数（地盤物性値）は、港湾の施設の技術上の基準の細

目を定める告示（平成１９年国土交通省告示第３９５号。「以下告示」とい

う。）第１３条及び公益社団法人日本港湾協会発行「港湾の施設の技術上の

基準・同解説（以下、「港湾基準・同解説」という。）」に基づく適正なも

のであること、「改良地盤の安定性能照査にあたり、施工中に計測施工を行

うことを前提としてγＳ＝１．００、γＲ＝１．００、ｍ＝１．１０と設定

したことが港湾基準・同解説の記載に反することにはなら」ず、「合理性が

あり、告示第３条にも適合し、適正であると認められる」と判断した。 

 

 （２）技術基準の選択の誤りと港湾基準・同解説すら準拠していないこと 

本件裁決は、沖縄防衛局が行った調査等が、港湾基準・同解説の基準を充

たしていることを前提としている。 
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    しかしながら、辺野古新基地は、普天間飛行場の代替施設として計画され

ている飛行場であるから、飛行場の土木建設の技術基準は、航空法の法体系

に則り「空港土木施設設計要領」（以下、「空港設計要領」という。）とす

べきである。同要領を基準として適用していない沖縄防衛局が行った調査等

には、そもそも技術基準の選択の誤りが存する。 

    また、沖縄防衛局は、港湾基準・同解説に準拠したと主張し、本件裁決も

これを前提としているが、後述するように、港湾基準・同解説は参考資料に

すぎず、また、沖縄防衛局の調査等は港湾基準・同解説すら準拠していな

い。 

   

 （３）本件訴訟と争点が共通する高裁判決 

    ところで、沖縄県知事が原告として、国土交通大臣を被告として提訴し

た、地方自治法第２５１条の５に基づく違法な国の関与（是正の指示）の取

消請求事件（福岡高等裁判所那覇支部令和４年（行ケ）第３号）において、

福岡高等裁判所那覇支部は、２０２３年３月１６日に、本件裁決の判断を支

持し、本件裁決は適法である旨判断した（甲５。以下、「高裁判決」とい

う。）。 

    本件訴訟と高裁判決は、本件裁決の違法性に関し、争点が共通しており、

本件訴訟にも高裁判決の判断が影響されることから、高裁判決の判断に誤り

があることについても指摘しながら、本件裁決の違法性について主張する。 

 

２ 技術基準の誤り（甲２（７頁以下）） 

 （１）空港施設の技術基準は空港設計要領とすべきであること 

辺野古新基地は、普天間飛行場の代替施設として計画されている飛行場で

あるから、飛行場の土木建設の技術基準は、航空法の法体系に則り空港設計

要領とすべきである。 

辺野古新基地建設と同様に海岸を埋立てた上で滑走路を設置した那覇空港
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第二滑走路増設事業、羽田国際空港Ｄ滑走路、関西国際空港などは、「空港

設計要領」を技術基準として採用している（甲２（１２頁））。 

 

 （２）空港設計要領と港湾基準・同解説の関係と相違点 

ア 空港設計要領とは 

空港設計要領は、航空法、航空法施行規則、「陸上空港の基準対象の性

能の照査に必要な事項等を定める告示」の下位にある「陸上空港施設の設

置基準と解説」という通達の更に下位に位置する通達である（甲２（８

頁）表３参照）。「陸上空港施設の設置基準と解説」は、２０１９（平成

３１）年４月に見直しが行われ、それに伴い空港設計要領も改定された。

空港設計要領は、施設設計編、舗装設計編、構造設計編、耐震設計編に分

かれて作成され、滑走路、着陸帯、誘導路等は、施設設計編、舗装設計

編、構耐震設計編が基準となる（甲２（８頁以下））。 

また空港設計要領（耐震設計編）には、「護岸・土構造物」などの施設

の場合には、「陸上空港施設の設置基準と解説」に加えて他の基準・指針

等も参考とすることができると記載している（甲２（１１頁）表５参

照）。この「参考にすることができる」とは、「条件によって実施するこ

とがよい事項」と説明されている（甲２（１１頁）表６参照）。 

つまり、航空法の体系の中では、対象施設で、他の基準・指針等も「条

件によって実施することがよい事項」について適用できるにすぎない。 

したがって、他の基準である港湾基準・同解説をそのまま適用すること

はできない（甲２（９頁～１１頁））。 

 

イ 空港設計要領と港湾基準・同解説との相違点 

まず、空港設計要領は国土交通省航空局が作成した通達であるのに対

し、後述するように、港湾基準・同解説は、国土交通省が監修したもの

の、作成者は公益社団法人日本港湾協会であって国土交通省ではない。 
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つぎに、空港設計要領においては、周辺護岸の支持地盤の地震時安定性

を照査しなければならないが、港湾基準・同解説においては、それは求め

られていない。 

すなわち、空港設計要領（構造設計編）第１０章は「土構造物・護岸」

についての基準であり、盛土地盤、切土地盤、埋立地盤そして護岸を「土

構造物・護岸」とし、施設ごとに設計手順、作用、性能調査を示してい

る。 

具体的には、護岸と支持地盤の耐震性能について、 

「重力式護岸の安定性及び支持地盤の安定性における耐震性能の照査

は，レベル１地震動である変動状態，主たる作用がレベル２地震動である

偶発状態に対して，適切な方法に基づいて行うことを標準とする」 

と明記している。 

 他方、護岸の設計については、 

 「重力式護岸の設計においては，構造物の滑動・転倒，基礎地盤の支持

力，円弧すべり，沈下の検討を行う必要があり，その設計にあたっては，

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」を参考とすることができる」 

と記載し、護岸の安定性及び支持地盤の安定性における耐震性能照査と、

護岸の設計では、異なる基準を用いている。 

 一方、港湾法の体系においては、護岸の耐震性能の照査を求める基準は

あるものの、護岸の支持地盤の安定性における耐震性能の照査を求める基

準は存しない。 

 つまり、空港設計要領を技術基準とすると、周辺護岸の支持地盤の地震

時安定性を照査しなければならないのに対し、「港湾基準・同解説」を適

用すると周辺護岸の支持地盤の地震時安定性照査が不要となるのである。 

 後に第８で述べるように、本件埋立地周辺護岸の支持地盤は震度１～３

の地震で崩壊するとの指摘がある。それにもかかわらず、沖縄防衛局は、

支持地盤の地震時安定性の照査が不要な「港湾基準・同解説」に「準拠」
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することによって、本来、空港設計要領を技術基準とすれば必要となるは

ずの周辺護岸の支持地盤の地震時安定性照査を潜脱したのである。 

 

 （３）小括 

    以上のとおり、辺野古新基地は、普天間飛行場の代替施設として計画され

ている飛行場であるから、飛行場の土木建設の技術基準は、航空法の法体系

に則り「空港設計要領」とすべきであるがこれをしていないことから、そも

そもの技術基準に誤りが存する。 

 

３ 高裁判決の要旨 

   この点に関し、高裁判決は、災害防止要件の判断枠組みについて、「①埋立

法における災害防止要件の審査は、申請者から設計の概要として示された概略

的な内容の図書等に基づき、確実に判断することが困難な内容について行われ

ることが想定されていること、②建設する施設が港湾法上の「技術基準対象施

設」に該当する場合、技術基準に適合するように建設される必要があるとこ

ろ、技術基準（基準告示）の規律を具体化したものとして作成されている港湾

基準・同解説には、一般的な合理性が認められること、③護岸に関する原告審

査基準は、災害防止要件につき、技術基準（基準告示）に適合していること等

を審査することなどを定めているが、港湾基準・同解説の内容を補完するよう

な審査内容を具体的に定めるものではないことを踏まえると、原告が、技術基

準対象施設の建設等が災害防止要件に適合する又は適合しないとした判断に違

法等があるか否かについては、当該判断につき、基準告示の規律を具体化した

港湾基準・同解説の記述する性能照査の手法等に照らし、不合理な点がないか

否かという観点から行われるべき」（甲５：高裁判決８１から８２頁）とし

た。 

   そして、「港湾基準・同解説が、護岸等に関する設計の手法は、必ずしも精

密科学を追及したものではなく、社会が要求する構造物の構築を実現可能とす



 38 

る工学的手法であるとの性格を踏まえた内容となっていることを勘案すると、

原告が、上記の審査に関し、基準告示の規律を具体化した港湾基準・同解説の

記述する性能照査の手法等を超えてより厳格な判断を行うことは、特段の事情

がない限り、法の予定するところではなく、そのような判断は、裁量権の行使

における公正かつ平等な取り扱いの要請や、港湾基準・同解説を想定した審査

基準に係る相手方の信頼の保護の観点から、考慮すべきではない事項を過剰に

考慮したものとして、裁量権の範囲の逸脱又は濫用に当たる」とした（甲５：

高裁判決８２頁）。 

   その上で、沖縄県知事が不承認理由として具体的に挙げた２点（Ｂ－２７地

点の力学的試験の必要性、調整係数ｍの設定）について、特段の事情がないに

もかかわらず、港湾基準・同解説の記述する性能照査の手法等を超えてより厳

格な判断を行うものとして裁量逸脱・濫用とした（甲５：高裁判決９７頁ない

し１０６頁）。 

   しかし、高裁判決の判断枠組みは、明らかに公水法の解釈を誤ったものであ

る。以下、順に論じる。 

  

４ 高裁判決の法令解釈の誤り 

 （１）はじめに 

    高裁判決は、沖縄県知事が港湾基準・同解説と異なる判断を行うために特

段の事情を要求する（そもそも、異なる判断と言えるかという点も問題だ

が、この点は一旦脇に置く）。 

    高裁判決の判示は、平成２７年最高裁判決（最高裁判所平成２７年３月３

日判決・民集６９巻２号１５３頁）を参照したものと思われ、要するに港湾

基準・同解説を災害防止要件の審査基準そのものに代替し、審査基準と異な

る判断を行うために特別の事情を要求した判断枠組みといえる。 

    この点、処分庁が要件裁量を有する場合、要件の審査基準の定立及び事実

の当てはめの場面で裁量があるが、沖縄県は港湾基準・同解説を災害防止要
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件の審査基準として審査したなどとは主張していない。 

    ところが、高裁判決は、災害防止要件と港湾基準は法的に明確に異なる要

件である上、ましてや港湾基準・同解説は港湾基準との関係でも裁判規範で

もなく、審査基準の文言に一義的に反しているにもかかわらず、災害防止要

件の審査基準に港湾基準・同解説を代替したのである。 

    このような判断枠組みは、公水法が都道府県知事に与えた要件裁量を完全

に無視して自ら審査基準を設定し、また、平成２８年最高裁判決にも反した

判断枠組みとしか言いようがなく、明らかに誤りである。 

 

 （２）災害防止要件の判断枠組み 

    本件で問題となっているのは、公水法４条１項２号の「其ノ埋立ガ環境保

全及災害防止ニ付十分配慮セラレタルモノナルコト」という要件の充足の有

無である。 

    この要件については、「公有水面の埋立て自体により生じ得る環境保全及

び災害防止上の問題を的確に把握するとともに、これに対する措置が適正に

講じられていることを承認等の要件とするものと解されるところ、その審査

に当たっては、埋立ての実施が環境に及ぼす影響について適切に情報が収集

され、これに基づいて適切な予測がされているか否かや、事業の実施により

生じ得る環境への影響を回避又は軽減するために採り得る措置の有無や内容

が的確に検討され、かつ、そのような措置を講じた場合の効果が適切に評価

されているか否か等について、専門技術的な知見に基づいて検討することが

求められるということができる。そうすると、裁判所が、公有水面の埋立て

が第二号要件に適合するとした都道府県知事の判断に違法等があるか否かを

審査するに当たっては、専門技術的な知見に基づいてされた上記都道府県知

事の判断に不合理な点があるか否かという観点から行われるべき」である

（平成２８年最高裁判決）。 

    いわゆる要件裁量については、事実の認定と、その評価という場面がある
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ところ、審査基準が定立されている場合、審査基準の定立そのものと、審査

基準への当てはめの点に裁量が認められ、具体的には「審査基準等に不合理

な点がないかや、そのような審査基準等に沿った判断過程に不合理な点がな

いか」という観点から司法審査がされる（平成２８年最高裁判決調査官解説

５９５頁、同解説が引用する最高裁判所平成４年１０月２９日判決・民集 

４６巻７号１１７４頁（平成４年最高裁判決）、同判決調査官解説４１６ 

頁も参照）。ここでいう「審査基準等」は、「告示や各指針（内部的な審査

基準）」を指し（平成４年最高裁判決調査官解説４１７頁）、本件では、沖

縄県が定めた審査基準の合理性、審査基準への当てはめの判断過程が審査さ

れなければならない。 

    この点、災害防止要件について、沖縄県の審査基準は、本件で問題とした

点については審査事項２（５）として、「埋立地の護岸の構造が、例えば、

少なくとも海岸護岸築造基準に適合している等、災害防止に十分配慮されて

いるか。」と、審査事項２（６）として、「埋立区域の場所の選定、埋立土

砂の選定・海底地盤又は埋立地の地盤改良等の工事方法の選定等に関して、

埋立地をその用途に従がって利用するのに適した地盤となるよう災害防止に

つき十分配慮しているか。」という２点を定めている（審査事項２（７）も

災害防止要件に関する要件であるが、本件不承認理由とはなっていない）

（甲１２）。 

    このうち、審査事項２（５）にいうところの「海岸護岸築造基準」が、港

湾法５６条の２の２第１項が定める港湾基準である。 

    港湾基準は、技術基準対象施設の建設、改良、維持の各段階で適合が求め

られる基準であって（同項）、法、省令、告示により構成されている（法律

の委任に基づく告示は裁判規範性を有することがある。なお、野口貴公美

「行政立法－「裁判規範性」に関する一分析」磯部力他『行政法の新構想Ⅱ

行政作用・行政手続・行政情報法』２５頁以下）。 

    本件において、審査基準の審査事項２－（５）との関わりでは、港湾の施
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設の技術上の基準の細目を定める告示（港湾基準の告示）３条１項「技術基

準対象施設の性能照査は、作用、供用に必要な要件及び当該施設の保有する

性能の不確定性を考慮できる方法又はその他の方法であって信頼性の高い方

法によって行われなければならない」、１３条「地盤条件については、地盤

調査及び土質試験の結果をもとに、土の物理的性質、力学的特性等を適切に

設定するものとする」、４９条１項１号「主たる作用が自重である永続状態

に対して、地盤のすべり破壊の生じる危険性が限界値以下であること」が問

題となっている。 

    港湾基準は性能規定であり、港湾基準・同解説は、かかる性能規定の性能

照査について公益社団法人日本港湾協会が作成している解説書である。 

    もとより港湾基準・同解説は港湾基準に代替する仕様規定ではないし（例

えば、建築基準法の場合、「国土交通大臣が定めた構造方法」（仕様規定）

と、「国土交通大臣の認定を受けたもの」（性能規定）を選択できる）、性

能規定たる港湾基準の性能照査の方法としても法の委任を受けたものではな

い。 

    したがって、港湾基準・同解説は港湾基準・同解説が参照している論文や

他の文献と同様、事業者や処分庁が参考にする文献であるとはいえても、港

湾基準との関係でも裁判規範にはなりえないし、ましてや、災害防止要件の

裁判規範になることなどありえない。 

    沖縄県の災害防止要件の審査基準は、港湾基準を参照しつつも、あくまで

も、埋立承認申請ないし変更承認申請において、公有水面の埋立てにより生

じ得る災害防止上の問題が的確に把握され、これに対する措置が適正に講じ

られているか否かを知事の専門技術的な知見から審査することを求めるもの

である。 

    本件においては、審査基準（港湾基準・同解説ではない）の合理性と、本

件において港湾基準や解説を参照して申立人が行った、Ｂ－２７地点の力学

的試験の必要性、調整係数の一律設定について審査基準適合性を否定した知
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事の判断が事実の基礎を欠き、あるいは社会通念に照らし明らかに妥当性を

欠くか否か、ということが、審査されなければならないことになる。 

    しかし、高裁判決はこのような判断枠組みではなく、港湾基準・同解説を

申立人の審査基準に代替し、審査基準としての港湾基準・同解説に拠らない

のであれば、特段の事情がなければならないとしている。 

 

 （３）港湾基準・同解説を審査基準に代替することが誤りであること 

    上記のとおり、港湾基準自体は、公有水面の埋立ての許認可があろうとな

かろうと技術基準対象施設の建設等について充足が求められる基準であり、

災害防止要件とは根拠法も異なり、法的には災害防止要件と同一の要件では

ありえない。 

    しかるに、港湾基準が災害防止要件をそのまま代替するのであれば、公水

法に災害防止要件を設ける意味自体がなくなってしまうし、高裁判決のよう

な判断枠組みでは沖縄県知事の要件裁量は否定されてしまう。 

    災害防止要件は平成２８年最高裁判決調査官解説が指摘するとおり、極め

て抽象度の高い規定となっているし、災害防止要件を含めた公水法４条１項

各号の要件は最低限の要件であり、これらを充足する場合でも不許可、ある

いは不承認処分がなしうるとされる上（建設省埋立行政研究会「公有水面埋

立実務ハンドブック」４１頁、昭和４９年６月１４日建設省通達）、都道府

県知事は災害防止に関する免許条件を付すことも可能とされているところ

（公水法３０条、３２条１項２号、施行令６条）、公水法が都道府県知事に

当該要件充足についての要件裁量を付与していることは明らかである。 

    平成２８年最高裁判決調査官解説が引用する平成４年最高裁判決調査官解

説４１７頁以下が指摘するとおり、「安全性」には種々のレベルがありうる

ところ、安全性に係る行政庁の専門技術的裁量というのは、どのレベルの安

全性をもって相当と考えるか、という観点からも説明できる。 

    災害防止要件の要件裁量は、埋立て事業の公益性や内容、埋立区域の自然
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的環境等に即した上で、どのような安全性をもって相当と考えるか、という

点にも及ぶところ、このような観点から、災害防止要件の抽象的な要件の充

足不充足について、沖縄県知事には審査基準を定立し、審査基準に当てはめ

るに際して裁量がある。 

    これに対して、高裁判決は、港湾基準・同解説と異なる判断に特段の事情

を要求するところ、これは審査基準を港湾基準・同解説で代替する判断枠組

みに他ならない。 

    もとより、審査基準の設定には沖縄県知事に合理的な裁量があるのだか

ら、沖縄県知事自ら港湾基準や港湾基準・同解説を災害防止要件の審査基準

に代替させることは全く不可能ではないと考える余地があるとしても、沖縄

県は、そのような主張はしていない。 

    そして、審査基準は、審査事項２（５）の文言としても、「埋立地の護岸

の構造が、例えば、少なくとも海岸護岸築造基準に適合している等、災害防

止に十分配慮されているか。」とされているところ、港湾基準を審査基準に

代替させることは、審査基準の文言に一義的に反していることは明らかであ

る。 

    さらに言うなら、高裁判決は審査事項２（６）や審査事項２（７）を無視

しているが、これらの審査事項は港湾基準を引いていないところ、この点か

らみても、申立人が港湾基準を災害防止要件の審査基準を代替するものとし

て設定していないことは明らかである。 

    ましてや、港湾基準・同解説は法の委任を受けない単なる公益社団法人発

行の解説書であって、港湾法の基準としてすら法規範性を持つものではない

のであって（港湾基準・同解説（上巻）１３頁参照）、沖縄県知事が、港湾

基準・同解説を災害防止要件の審査基準に代替させるものとして設定したと

認定できる根拠は何もない。 
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 （４）高裁判決の理由付けが妥当しえないこと 

    高裁判決は、「原告審査基準は、港湾基準・同解説が記述する性能照査の

手法等を参照して災害防止要件の審査をすることを表明した」と評価し、さ

らに、その上でそれにとどまらず、港湾基準・同解説を審査基準に代替して

いる。 

    このような判断枠組みを取るにあたり、高裁判決が挙げた理由は、①設計

概要に基づく不確実な事項についての審査であること、②港湾基準の規律を

具体化したものとして作成された港湾基準・同解説に一般的な合理性がある

こと、③沖縄県審査基準が港湾基準・同解説の内容を補完するような具体的

な内容がないことであるが、いずれも理由になっていない。 

    ①は、将来予測型の事項だからこそ要件裁量があるのであって、沖縄県の

審査基準の設定、当てはめの裁量を消滅させるような解釈の理由になるはず

がない。 

    ②は、事実誤認で、港湾基準・同解説は港湾基準の規律を具体化するもの

ではない。港湾基準は性能規定であり、その性能規定の充足を照査する方法

についての解説書が港湾基準・同解説であって、港湾基準の規律を具体化し

たのが港湾基準・同解説という関係にはない。 

    また、ここでいう一般的な合理性を持つ、というのは、法的な意味を持っ

ていない。 

    単に、事実上有力な見解である、という以上でも以下でもなく、港湾基準

の性能照査方法を義務付けたり、ましてや処分庁による災害防止要件の充足

の確認方法を法的に拘束するような意味を持つことはありえない。 

    ③についても、理由にならない。このようなロジックが許容されるなら、

審査基準を仕様規定化しない限り、審査庁が参照した文献が審査基準になっ

て、当該文献を丸々採用しなければならないことになってしまう。 

    環境保全要件における審査基準の抽象度は災害防止要件の抽象度とほとん

ど変わらないが（また、この程度の抽象度の審査基準は、他の法令、要件に
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ついて、いくらでも存在する）、沖縄県知事が審査にあたって、サンゴの保

全に関する特定の文献や論文を参照したとして、一部について当該文献と異

なる見解を採ることが許容されなくなるなどということはありえないであろ

う。また、高裁判決は、判断枠組み採用の理由として、「港湾基準・同解説

が、護岸等に関する設計の手法は、必ずしも精密科学を追求したものではな

く、社会が要求する構造物の構築を実現可能とする工学的手法であるとの性

格を踏まえた内容となっていること」を勘案し、「裁量権の行使における公

正かつ平等な取り扱いの要請や、港湾基準・同解説を想定した審査基準に係

る相手方の信頼の保護の観点」を挙げるが、全く理由になっていない。 

    前者は、そもそも論理自体が明確ではないが、できる限り実現可能にする

ように裁量を行使しなければならないという趣旨であろうか。 

    上記のとおり、公水法が災害防止要件について都道府県知事に要件裁量を

付与しており、都道府県知事は、いかなる安全性が当該埋立てにおいて相当

と考えられるか、という点を含めて裁量を有するところ、そもそも「社会が

要求する構造物の構築」について、具体的な当該埋立て工事の公益性、内

容、埋立区域の自然環境等に即して、どのような安全性を持つものを相当と

判断するか自体について裁量があるものである。 

    港湾基準・同解説を災害防止要件の審査基準に代替し、都道府県知事の裁

量を消滅させるような解釈の根拠になることはありえない。 

    また、後者の点は、平成２７年最高裁判決を参照した判示と考えられる

が、本件の審査基準をどう読んでも港湾基準・同解説を災害防止要件の審査

基準として代替しているものとは解釈できないのだから、港湾基準・同解説

に沿っていれば災害防止要件が充足されるとの事業者の信頼などありえない

し、仮に、事業者がそのように事実上期待していたとしても、何ら法的に保

護されるべき期待ではない。 

    当然のことながら、他の申請に対しても用いる審査基準は同一であって、

審査基準を適用するにあたり、事案に即して判断することが「公正かつ平等
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な取り扱い」に反することもありえない。 

    結局、高裁判決の理由付けは、法的に原判決の判断枠組みを採用できる理

由になっていない。 

   

 （５）本件において沖縄県知事の裁量逸脱・濫用が認められないこと 

    本件において、採られるべき判断枠組みは、上記のとおり、審査基準等に

不合理な点がないかや、そのような審査基準等に沿った判断過程に不合理な

点がないかという判断過程審査である。 

    沖縄県知事の不承認理由に即して言えば、Ｂ－２７地点の力学的試験の必

要性については、前提となる地層区分が総合的な判断で、どうしてもあいま

いさが残ること、Ｓ－３地点、Ｓ－２０地点、Ｂ－５８地点の各地点におけ

る深さと地盤強度の関係が地点間で乖離していること、変動係数はこれら３

地点とＢ－２７地点との間のばらつきを調整するものではないこと、Ａｖｆ

－ｃ層、Ａｖｆ－ｃ２層が水面下９０ｍに達し、地盤未改良の粘性土が残置

される計画となっていること、同地点の設計上の重要性等に鑑み、知事は、

Ｂ－２７地点の力学的試験を実施すべきと判断したものであり、Ｂ－２７地

点のボーリング調査及び力学的試験のコストは、総工費と比較すれば、過大

な要求でもなんでもないことからしても、このような知事の判断が事実の基

礎を欠くとか、社会通念に照らし明らかに妥当性を欠くなどとは到底言えな

い。 

    調整係数についても、極めて膨大な土砂を投入して、国内で例のない深度

の地盤改良工事を行う本件において、港湾基準・同解説が引用する論文も参

照して、「１．１０以上」の数値の中で適切な数値を選択することが必要と

判断し、沖縄防衛局に対して一律に「１．１０」を選択した根拠を明らかに

するよう求め、根拠を明らかにしなかったため、要件適合性が確認できない

とした知事の判断が、事実の基礎を欠き、あるいは社会通念に照らし明らか

に妥当性を欠くなどと到底言えないことも明らかである。 
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 （６）小括 

    以上、高裁判決は、災害防止要件と港湾基準ないし港湾基準・同解説の法

的関係を無視し、また審査基準の一義的な文言に反して港湾基準・同解説を

審査基準に代替することで申立人の災害防止要件についての要件裁量を消滅

させる解釈を採ったものである。 

    かかる高裁判決の法解釈は、公水法に反する誤った解釈であり、平成２８ 

年最高裁判決以外に明確な先例のない重要な事項を含んでいる。 

    また、都道府県知事の災害防止要件についての要件裁量を認めた平成２８

年最高裁判決にも反するものであり、原判決は破棄されなければならない。 

  

５ 港湾基準・同解説を準拠していないこと 

 （１）沖縄防衛局は技術基準を港湾基準・同解説としていないこと 

辺野古新基地建設と同様に海岸を埋立てた上で滑走路を設置した那覇空港

第二滑走路増設事業、羽田国際空港Ｄ滑走路、関西国際空港などは、「空港

設計要領」を技術基準として採用している（甲２（１２頁））。 

通常このような事業において技術基準が明確に謳われているのである。 

しかしながら、沖縄防衛局が技術検討会に提出した資料に、港湾基準・同

解説を技術基準とすると明記した文書は存せず、事業全体にかかる技術基準

が明確にされていない（甲２（１２頁））。 

空港設計要領が技術基準であっても、港湾基準・同解説の設計方法を必要

とする項目に対しては、「参考とすることができる」ことから、検討内容の

多くは現状からの変更を必要としない。それでも沖縄防衛局が、「空港設計

要領」を技術基準としない最大の理由は、「空港設計要領」を技術基準にす

ると周辺護岸の支持地盤の地震時安定性を照査しなければならないからであ

る。 

また、沖縄防衛局は後記⑵のとおり、検討項目ごとに港湾基準・同解説の
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基準を選択しているため、港湾基準・同解説すらも事業全体の技術基準とし

て明記できないのである。 

   

 （２）検討項目ごとに港湾基準・同解説の基準を選択 

    沖縄防衛局が技術検討委員会に提出した資料では、事業全体の技術基準を

明記したものはないものの、検討項目ごとに港湾基準・同解説に「準拠す

る」旨明記する。 

    しかし、検討項目によっては港湾基準・同解説を「参考」に止めたり、同

基準を「参考」にすらしていない。また、「準拠する」旨明記しても、実際

には港湾基準・同解説に準拠してない項目もある。 

    例えば、土のせん断強度の決定方法は、港湾基準・同解説を「準拠」及び

「参考」もしてない。また、施設の設計上の供用期間については「港湾基

準・同解説」に記載されている設計供用期間の設定事例を「参考」するに止

め、また、設計対象地震動（レベル１地震動）は、港湾基準・同解説に準拠

と明記されているが、実際には同基準に準拠してない（甲２（１４頁）表９

参照）。 

    したがって、沖縄防衛局は、検討項目ごとに港湾基準・同解説を選択しな

かったり、「準拠」したり、「参考」に止めたり、「準拠する」と明記して

も実際には準拠しないなどしており、港湾基準・同解説すらも実際には準拠

していないのである。沖縄防衛局は、都合の良い項目についてのみ港湾基

準・同解説に準拠しているだけである。 

 

第６ 地盤の調査・評価・結果の説明が不適切であること 

１ 本件裁決が違法であること 

沖縄県知事は、本件変更承認申請につき承認するか否かを判断するにあた

り、同変更申請は、処分理由等（甲２別紙３の第３及び別紙４）に記載のとお

り、Ｂ－２７地点の力学的試験が必要であるのにこれを欠いており、同地点の
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最下部が地層区分Ａｖｆ－ｃ２に属するとしてそのせん断強さを設定したこと

が不適切であるため、災害防止要件に関して沖縄県が設けた審査事項に適合し

ておらず、同要件を満たさないとした。 

これに対し、本件裁決は、同要件に関する沖縄県知事の上記の判断に裁量権

の逸脱又は濫用があるとした。 

しかしながら、沖縄県知事が判断したとおり、本件変更承認申請において、

Ｂ－２７地点の力学的試験は必要不可欠であるのにこれを欠いたまま、同地点

の最下部が地層区分Ａｖｆ－ｃ２に属するとしてそのせん断強さを設定したこ

とは明らかに不適切であるため、災害防止要件に関して沖縄県が設けた審査事

項に適合しておらず、同要件を満たさないとした沖縄県知事の判断には裁量権

の逸脱又は濫用はなく、本件裁決は違法である 

そもそも、埋立法４条１項各号の要件は、平成２８年最高裁判決が判示する

とおり、埋立承認処分が裁量的な判断であることを前提に、最小限の要件を定

めたものであり、第１号要件、第２号要件の充足に関する知事の判断は、その

判断が事実の基礎を欠いたり社会通念に照らし明らかに妥当性を欠いたりする

ものである場合に初めて、裁量権の逸脱・濫用が認められ、違法とされる。 

それゆえ、本件においても、上記のように知事の判断が事実の基礎を欠いた

り社会通念に照らし明らかに妥当性を欠いたりするものである場合であるとい

えるかどうかが審査されなければならない。 

本件では、沖縄県審査基準のうち、免許禁止基準に係る審査事項２の⑸と⑹

が問題となっている。同⑸にいう「海岸護岸築造基準」は港湾法第５６条の２

の第１項が定める技術基準であるところ、この技術基準は、法、省令、告示に

より構成されており、本件では基準告示３条、１３条、４９条１項１号が問題

となっている。技術基準を解説する文献として、港湾基準・同解説があるが、

当然のことながら、同解説自体は技術基準を構成するものではなく、審査事項

⑸も「例えば、少なくとも海岸護岸築造基準に適合している」との表現を用い

ている。沖縄県知事は、港湾基準・同解説の最低ラインをクリアしていれば要
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件を充足していると扱わなければならないよう義務付けられているわけではな

い。以上を踏まえると、災害防止要件の充足性の審査は、港湾法の技術基準を

参照しつつも、あくまでも、埋立承認申請ないし変更承認申請において、公有

水面の埋立てにより生じ得る災害防止上の問題が的確に把握され、これに対す

る措置が適正に護じられているか否かを知事の専門技術的な知見から審査する

というものであり、本件においては、港湾基準・同解説を参照した上で、上記

アの各点に関する知事の判断が、事実の基礎を欠き、あるいは社会通念に照ら

し明らかに妥当性を欠くと認められか否かが審査されることになる。 

しかし、本件においては、上記のような港湾基準・同解説を参照した上で、

上記アの各点に関する知事の判断が、事実の基礎を欠き、あるいは社会通念に

照らし明らかに妥当性を欠くと認められ場合であるなどとは認められる余地は

ない。 

すなわち、知事は、Ｂ－２７地点の力学的試験の必要性については、前提と

なる地層区分が総合的な判断で、不適切であるとまでは主張しないが、どうし

てもあいまいさが残ること、Ｓ－３、Ｓ－２０、Ｂ－５８の各地点における深

さと地盤強度の関係が地点間で乖離していること、変動係数はこれらの３ 地

点とＢ－２７地点との聞のばらつきを調整するものではないこと、Ａｖｆ－ｃ

層及びＡｖｆ－ｃ２層が水面下９０ｍに達し、地盤未改良の粘性土が残置され

る計画になっていること、同地点が設計上重要であることなどに鑑み、Ｂ－２

７地点の力学的試験を実施すべきと判断したものであり、同試験のコストと総

工費とを比較すれば、過大な要求ではないことからすると、このような知事の

判断が、事実の基礎を欠くとか、社会通例に照らし明らかに妥当性を欠くなど

とは到底いえない。 

しかも、下記詳述するとおり、沖縄防衛局がＢ－２７地点の力学的試験を行

わなかったことについては、地盤調査として不適切であるばかりか、さらに、

むしろＢ－２７地点の力学的試験を行わなかったこと自体が不自然であるこ

と、すなわちＢ－２７地点の力学的試験を行えばせん断強度が小さいことが明
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らかになる見込みであったことからすれば、防衛局は恣意的にＢ－２７地点の

力学的調査を避けたのではないかという強い疑念すら存する。かかる疑念に鑑

みれば、Ｂ－２７地点の力学的試験を実施すべきと判断した沖縄県知事の判断

は、災害防止の観点からするならば、むしろ当然の判断であって、このような

知事の判断つき、事実の基礎を欠くとか、社会通例に照らし明らかに妥当性を

欠くなどとはいえるはずがない。 

以下、沖縄県知事の審査と本件裁決の結論について明確にしたうえで、沖縄

防衛局がＢ－２７地点の力学的試験を行わなかったことが地盤調査として不適

切であるばかりか、さらに、むしろＢ－２７地点の力学的試験を行えばせん断

強度が小さいことが明らかになる見込みであったことから防衛局が恣意的にＢ

－２７地点の力学的調査を避けたと強く疑わざるを得ないことについて詳述す

る。 

 

２ 沖縄県知事の審査と裁決の結論について 

 （１）沖縄県知事の審査 

処分庁である沖縄県知事は、本件代替施設の安定的な運用を図る上で、Ｃ

－１－１－１工区のＢ－２７地点付近の地盤条件の設定が災害防止に関して

最も重要であり、また、軟弱地盤の最深部が位置するにもかかわらず、Ｂ－

２７地点について、力学試験を行わず、約１５０ｍ離れたＳ－３点約３００

ｍ離れたＳ－２０地点及び約７５０ｍ離れたＢ－５８地点から、Ｃ－１－１

－１工区直下のＡｖｆ－ｃ２層のせん断強さを類推しており、地点周辺の性

状等を適切に考慮しているとはいい難いなどとして、港湾の施設の技術上の

基準の細目を定める告示（平成１９年国土交通省告示第３９５号。以下「告

示」という。）第１３条に適合しているとは認められず、災害防止に十分配

慮した検討が実施されていないと指摘した（甲２別紙２（請７５）第２の３

並びに４（３）並びに（４）ア及びイ）。 
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 （２）本件裁決の結論 

この県の指摘に対し、本件裁決は、ほぼ沖縄防衛局の主張をそのままな 

ぞるような形で、沖縄防衛局が行った調査が適切であることを前提として、

①Ｂ－２７の調査地点の地層の力学的特性と、②Ｓ－３、Ｓ－２０及びＢ－

５８の調査地点の土質試験の結果から設定された地層の力学的特性は相関性

があると推認することができるため、Ｓ－３、Ｓ－２０及びＢ－５８の調査

地点の三軸圧縮試験等の力学試験の結果から、Ｂ－２７を含む上記の六つの

調査地点の下層において確認された粘性土の地層（Ａｖｆ－ｃ２層）のせん

断強さ（せん断強度）を設定することは、合理性があると認められるなどと

結論付けた（甲２（１５頁～２０頁））。 

 

 （３）本件裁決の結論が誤っていること 

しかしながら、そもそも沖縄防衛局が行った調査は不適切であり、かつＢ

－２７地点での力学的試験は必要不可欠である。 

すなわち、県の指摘のとおり、Ｂ－２７地点で力学的試験をしなければ、

Ｃ－１護岸の安定性照査はできないのであり、そしてＣ－２護岸（Ｃ－２－

４－１工区）、Ｃ－３護岸などでも、原位置で力学的試験をしなければ、安

定性照査はできない。 

裁決は、沖縄防衛局による地盤の調査・評価・結果が不適切であることす

なわち、沖縄防衛局による地盤調査が⑴地盤の調査間隔、調査密度などで不

適切である問題点、⑵調査結果の評価の問題点、⑶試験結果の説明が不十分

で、Ｃ－１護岸の地盤状況が把握できない問題点、⑷ＣＰＴ試験調査後に行

われた不可解な地盤調査、⑸ＣＰＴ試験から非排水せん断強さを設定したの

に、それを放棄した問題、⑹Ｂ－２７地点の力学的試験が必要不可欠である

のにそれをしなかった問題点があるにもかかわらず、いずれの問題点も看過

し、ただただ無批判に防衛局の主張をなぞったものにすぎず、事実認定に誤

りがある。 
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以下、一つ一つ詳述する。 

 

３ 沖縄防衛局の地盤調査が不適切であること 

 （１）地盤の調査間隔、調査密度などで不適切である問題点（甲２（１７頁以

下）） 

沖縄防衛局の地盤調査は、水平方向の調査間隔が最大４５０ｍと長いう

え、調査地点の深さ方向の調査数が少ないので、統計的に相関性が証明でき

ず、調査地点につき「地層が同じ」と証明できず、調査として不適切である。 

この点、処分庁である沖縄県知事は、本件代替施設の安定的な運用を図る

上で、Ｃ－１－１－１工区のＢ－２７地点付近の地盤条件の設定が災害防止に

関して最も重要であり、また、軟弱地盤の最深部が位置するにもかかわらず、

Ｂ－２７地点について、力学試験を行わず、約１５０ｍ離れたＳ－３点約３０

０ｍ離れたＳ－２０地点及び約７５０ｍ離れたＢ－５８地点から、Ｃ－１－１

－１工区直下のＡｖｆ－ｃ２層のせん断強さを類推しており、地点周辺の性状

等を適切に考慮しているとはいい難いとした。 

これに対し、本件裁決は、「追加的にＢ－２７地点での地盤調査を実施し

て力学試験結果の情報を得なくても、現行の設計システムとしてＣ護岸の安定

性能照査が適切に行えるとされている。」などという認定を行った。その根拠

とされた「令和４年日下部鑑定書」は、Ｂ－２７地点での力学的試験が不必要

な理由の一つとして、「空港建設に係る地盤の水平方向の相関性に関する過去

の知見と矛盾していない。」ことを挙げ、松尾の解析結果１０を引用して東京

湾の「海成粘土になると１，０００ｍ程度になっても強い相関を有することに

なる」と述べている。 

ここで同鑑定書が「強い相関を有する」としたのは羽田国際空港や関西国

際空港の軟弱地盤部が、数ｋｍに渡ってほぼ水平で均質な成層をなしているこ

とによるものだと解される。 
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しかしながら、羽田国際空港や関西国際空港の軟弱地盤部が、数ｋｍに渡

ってほぼ水平で均質な成層をなしているのに対し、本件辺野古大浦湾のＡｖｆ

－ｃ２層に関しては、急峻に落ち込んだ複雑な地層だからそのままあてはめる

ことはできない。また、羽田国際空港や関西国際空港の軟弱地盤部が海成粘土

であるのに対し、本件辺野古大浦湾のＡｖｆ－ｃ２層に関しては、淡水性粘土

であるからそのままあてはめることはできない。 

すなわち、大浦湾の辺野古新基地予定域の海底地盤は、非常に複雑で特殊

的な地形・地質をしている。沖縄防衛局の資料は、その特殊的地形・地質の形

成過程を下記甲２図１０のように説明している。海水面が低下していた頃にＡ

ｖｆ－ｃ２層が堆積し、海水面の上昇に伴いＡｖｆ－ｃ層、Ａｖｆ－ｓ層、サ

ンゴ礫混じり土などが堆積しており、一般的な海岸での堆積様式では説明でき

ない複雑な形成過程である。 

 

 

（甲２（２１頁）図１０） 
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従って、このように一般的な海岸での堆積様式では説明できない複雑な形成

過程をもつ本件辺野古の地盤を、上記一般的な海岸での体積様式である羽田国

際空港や関西国際空港の地盤と、水平方向の成層の程度で単純に比較した令和

４年日下部鑑定書はそもそも前提を誤っており、令和４年日下部鑑定書に依拠

した本件裁決は誤りであるといわざるをえない。 

なお、上記日下部鑑定書は、上記のア辺野古大浦湾とは同じ地盤特性を持た

ない羽田国際空港や関西国際空港の軟弱地盤部の地盤特性に依拠している点で

誤りであるのみならず、後に詳しく述べる通り、イ強度には粒度もコンシステ

ンシーも影響するので自重だけでは決まらないこと、ウ細粒分質砂は粘性土と

みなせるとしているが、細粒分質砂と粘性土は地盤特性が違うこと等について

も配慮がなされていない点で、誤りが多く信用性を欠く。 

また、沖縄防衛局は、「地層が同じ」であることを理由に、７５０ｍ離れた

Ｂ－５８地点の強度とＢ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層のせん断強度は同じであ

るとして、Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層のせん断強度を推定している。しか

し、分級化した場合は、同じ地層でも上流から下流に向かい粒度は小さくな

る。このため土質は異なり、当然、強度も異なる。 

土質が同じであることを証明するには「地点毎のせん断強度の近似式」と

「全地点のデータによる近似式」が同じでなければならない。Ｂ－５８地点、

Ｓ－２０地点、Ｓ－３地点、Ｓ－２地点の地層が、同じであることを統計的に

証明できなければ、それらを合せたＢ－２７地点が同じ地層とはいえない（必

要十分条件が成り立たない）。 

そのためには統計処理ができるデータ数が必要である。Ａｖｆ－ｃ層の場

合、４地点（Ｂ－５８，Ｓ－２０，Ｓ－３、Ｓ－２）で、それぞれ６個のデー

タがあり統計処理ができる。しかし、Ａｖｆ－ｃ２層ではＢ－５８地点のデー

タ数はわずか２個であり統計処理ができない。３地点が同じ力学的特性を持つ

地層（Ａｖｆ－ｃ２層）と言えないのである。このためＢ－２７地点で推定し

たせん断強度は、Ａｖｆ－ｃ２層のせん断強度として意味を持たない。 
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 （２）地盤評価が不十分であること（甲２（２７頁以下）） 

ア Ａｖｆ－ｃ２層の分級化傾向や流下中の土砂供給についての検討や言及

がないこと 

沖縄防衛局の地盤調査では、Ａｖｆ－ｃ２層の分級化傾向や流下中の土砂

供給についての検討や言及がない。埋没谷のＡｖｆ－ｃ層の粒径は、上流か

ら下流に向かって、粒径が小さくなる分級化傾向を示している。すなわち、

Ｓ－２０地点の粘土質砂（粘土が１５％以上の砂）が、Ｓ－３地点では砂質

粘土（砂が１５％以上の粘土）にかわり、Ｂ－２７地点では砂がほとんどな

い粘土になっている。また、Ｂ－５８地点にない細粒分質砂などがＳ－２０

やＳ－３地点にあり、Ｂ－２７地点にはない。これはＢ－５８～Ｓ－２０間

で砂が供給され、Ｓ－３～Ｂ－２７間は緩勾配になり砂が堆積したのでＢ－

２７地点では粘土が主体となったと解釈できる。土質の堆積要因を調査する

ことにより、地盤特性を評価できるが、技術検討委員や鑑定人は、その必要

性すら指摘しておらず、防衛局の調査はその前提を誤っている。 

 

  イ 「粘性土の強度はコンシステンシーに関連する」は証明できないこと（甲

２ｐ２７以下） 

    また、沖縄防衛局は、粘性土の強度はコンシステンシーに関連することを

前提として、他地点の強度からＢ－２７地点のせん断強度を算定できるとし

ているが、Ａｖｆ－ｃ２層では、強度とコンシステンシーの関連は証明でき

ず、Ａｖｆ－ｃ層においては強度とコンシステンシーとの関連があるとすれ

ば、Ｂ－２７地点のせん断強度は、今よりも小さくなる可能性が高いのであ

って、他地点の強度からＢ－２７地点のせん断強度を算定することは誤りで

ある。 

この点、処分庁である沖縄県知事は、本件代替施設の安定的な運用を図る

上で、Ｃ－１－１－１工区のＢ－２７地点付近の地盤条件の設定が災害防止
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に関して最も重要であり、また、軟弱地盤の最深部が位置するにもかかわら

ず、Ｂ－２７地点について、力学試験を行わず、約１５０ｍ離れたＳ－３点

約３００ｍ離れたＳ－２０地点及び約７５０ｍ離れたＢ－５８地点から、Ｃ

－１－１－１工区直下のＡｖｆ－ｃ２層のせん断強さを類推しており、地点

周辺の性状等を適切に考慮しているとはいい難いなどとして、港湾の施設の

技術上の基準の細目を定める告示（平成１９年国土交通省告示第３９５号。

以下「告示」という。）第１３条に適合しているとは認められず、災害防止

に十分配慮した検討が実施されていないと指摘した（甲２別紙２（請７５）

第２の３並びに４（３）並びに（４）ア及びイ）。 

この県知事の指摘に対し、本件裁決は、ほぼ沖縄防衛局の主張をそのまま

なぞるような形で、沖縄防衛局が行った調査が適切であることを前提とし

て、「なお、処分庁は、Ｂ－２７地点は、他の３地点と明らかに細粒分含有

率が異なっているなど、あいまいな点が残り、同じＡｖｆ－ｃ２層に分 類

されているから同じ地盤特性であると単純にいえないと指摘している。しか

し、Ｂ－２７地点の細粒分含有率は、他の３地点と明らかに異なるとはいえ

ない。また、一般に、粘性土の力学的性質は、粒度よりも、コンシステンシ

ー（土の変形のしやすさの程度）に関連するものとされており、粒度構成の

みで土の力学的性質を判断することはできない。処分庁の上記指摘には理由

がない。」などとして、①Ｂ－２７の調査地点の地層の力学的特性と、②Ｓ

－３、Ｓ－２０及びＢ－５８の調査地点の土質試験の結果から設定された地

層の力学的特性は相関性があると推認することができるため、Ｓ－３、Ｓ－

２０及びＢ－５８の調査地点の三軸圧縮試験等の力学試験の結果から、Ｂ－

２７を含む上記の六つの調査地点の下層において確認された粘性土の地層

（Ａｖｆ－ｃ２層）のせん断強さ（せん断強度）を設定することは、合理性

があると認められるなどと結論付けた（甲２（１５頁～２０頁）。 
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しかしながら、沖縄防衛局は、“粘性土の力学的性質は、粒度よりもコン

システンシーに関連する”と述べるのみで、そもそもその証明をしていな

い。不十分な地盤調査の典型である。 

実際に、技術士である須藤芳雄氏が両者の関連を調べたところ、結論とし

て「粘性土の強度はコンシステンシーに関連する」ことは証明できないこと

がわかった（甲２（２８頁））。 

せん断強度とコンシステンシーが線形関係で関連すると仮定すると、Ｂ－

２７地点のＡｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層のせん断強度の合理的な評価がで

きず、「粘性土の強度とコンシステンシーの関連性は証明できないのであ

る。 

従って、沖縄防衛局の地盤評価は不適切であり、Ｂ－２７地点での力学試

験が不可欠である。 

 

  ウ 「粘性土の強度は粒度よりもコンシステンシーに関連するものとされてお

り、粒度構成のみで土の力学的性質を判断することはできない」との主張は

論点ずらしであること（甲２（２７頁）） 

    なお、沖縄防衛局は、粘性土の強度はコンシステンシーに関連することを

前提に、他地点の強度からＢ－２７地点のせん断強度を算定できるとしてい

るが（甲２（別紙３）（２４頁））、沖縄県も「粘性土の強度は粒度よりも

コンシステンシーに関連する」こと自体を否定していないし、「粒度構成の

みで土の力学的性質を判断するべきである」などという論理をとっていない

のであって、防衛局の主張は、論点ずらしにほかならない。 

 

  エ 細粒分質砂や礫混じり粘性土砂を粘性土（Ａｖｆ－ｃ２層）と評価する間

違い（甲２（２９頁）） 

防衛局は、「強度は、細粒分含有率等の粒度構成よりも、コンシステンシ

ーに関連する」と主張しているが、粒度分布が地点ごとに明確に違うことは
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否定できない。そこで、防衛局もＢ－２７地点やＳ－３地点のＡｖｆ－ｃ２ 

層の下の層もＡｖｆ－ｃ２層とみなし、Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層の細

粒分は非常に広範囲に分布していると主張する（このような操作自体が、粒

度分布の違いを認めていることの告白にほかならない）。 

Ａｖｆ－ｃ２層の細粒分の分布範囲を下記表１４に示す。Ｂ－２７地点で

細粒分が２４．２％の土質は、Ａｖｆ－ｃ２層の下にある細粒分質砂ＳＦ

（Ｃ－１５）である（図３．１７参照）。また、Ｓ－３地点で細粒分が３

８．１％の土質は、Ａｖｆ－ｃ２層の下にある礫混じり粘性土砂ＳＣｓ－Ｇ

層（Ｓ３Ｔ－５１）である。これらの試料を除外し整理したのが表３４右欄

である。Ｂ－２７地点と他地点の粒度の違いは明白である。沖縄防衛局は、

Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層の下にあるＳＦ層を、Ａｖｆ－ｃ２層に区分

した理由として「粘性土の力学的特性は、粒度構成よりも、コンシステンシ

ーに関連する」（３／１６判決ｐ．３４）と述べるが、Ｇ．Ｌ．－５９ｍか

らＧ．Ｌ．－６１ｍのＳＦ層のコンシステンシー試験結果はない（「シュワ

ブ （Ｈ２６）ケーソン新設工事（１工区）土質試験結果一覧表（基礎地

盤）」）。試験結果が無いことが、測定不能（ＮＰ：Ｎｏｎ－Ｐｌａｓｔｉ

ｃ）だったためか、書かなかったのかは不明であるが、結果がない以上は、

Ａｖｆ－ｃ２層と同じコンシステンシーと認めることはできない。 

 

 

 

） 
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（甲２（２９～３０頁）表１４） 

 

さらに、甲２（３０頁以下）において、沖縄防衛局の作成した三角座標や

Ａｖｆ－ｃ２層の圧密特性ｅ－ｌｏｇＰ分布図、粒径加積曲線などを用いて

詳細に説明されている通り、Ｂ－２７地点やＳ－３地点のＡｖｆ－ｃ２層の

下の層をＡｖｆ－ｃ２層とみなし、Ｂ－２７地点の Ａｖｆ－ｃ２層の細粒

分は非常に広範囲に分布しているという防衛局の主張は、適切な根拠が何も

ない乱暴な議論である。 

  

  オ 根拠のない地層境界の変更と、理由なきデータの棄却・採用の誤り（甲２

（３２頁以下）） 

防衛局は、主観的な判断で、Ｂ－５８地点とＳ－３地点のボーリング柱状

図の土質区分を変更し、これに伴い、Ｂ－５８地点では３試料がＡｖｆ－ｃ

２層からＡｖｆ－ｃ層に、Ｓ－３地点では Ａｖｆ－ｃ２層であるＢ３Ｔ－

３９がＡｖｆ－ｃ層に変わっている。 

このような土質区分の変更には明確な理由が必要であるが、沖縄防衛局 

がその理由としている理由は、理由にはならないものである。しかも、後に

詳しく述べるように、これらの根拠なき境界変更はＢ－２７地点のＡｖｆ－

ｃ２層のせん断強度の推定に決定的な影響を持つ（Ａｖｆ－ｃ２層内の細粒

分質砂を粘性土とすることで、せん断強度を推定する際のデータ数を増や

し、補正係数ｂ１が１．０（ｎ≧１０）になる結果を導くことができるよう

になっている）ことから、この根拠なき地層境界の変更に関しては、せん断

強度の推定を有利に行うために行われたものであるという疑念をもたざるを

えない。 

 

カ 沖縄防衛局独自のせん断強度（せん断強さ）の決定方法の誤り（甲２（４

１頁以下）） 
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沖縄防衛局は、「港湾基準・同解説」に準拠せず、独自の方法（「簡易Ｃ

Ｕ試験法」、「簡易ＣＵ試験 法，ｑｕ法」）を採用し、せん断強度を大き

くなるように、データのつまみ食い（棄却と採用）をしている。 

沖縄防衛局は、粘性土のせん断強度の決定方法について、甲２（４２頁）

表２０（第１回技術検討会資料（６３頁））に示す「港湾基準・同解説」に

準拠するかのように述べている。「港湾基準・同解説」の簡易ＣＵｂａｒ試

験法は、一軸圧縮試験の強度で乱れの程度を数値で判断し、その数値の大小

で簡易ＣＵ試験値に乗じる係数を決めるものである。 

 

（甲２（４２頁）表２０） 

そのうえで、沖縄防衛局は、Ｂ－５８地点とＳ－２０地点の試験および試

験結果が含まれる「シュワブ（Ｈ２９）土質調査（その１）報告書」ｐ．８

６で、表２２に示す簡易ＣＵｂａｒ試験方法を示した。この方法は、一軸圧
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縮強度の乱れの有無を判断し、簡易ＣＵ試験強度の１／２に０．６５～０．

７５を乗じて設計値とするというものである。 

 

 

 

（甲２（４３頁）表２２） 
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一方、実際には、防衛局の簡易ＣＵｂａｒ試験による決定方法は、一軸圧

縮強度の乱れの程度を考慮しない。簡易ＣＵ試験結果の１／２に一律０．７

５を乗じて非排水せん断強さとする方法をとっている。 

すなわち、上記２つの簡易ＣＵｂａｒ試験法を比較すると、「港湾基準・

同解説」の簡易ＣＵｂａｒ試験法は、一軸圧縮試験の強度で乱れの程度を数

値で判断し、その数値の大小で簡易ＣＵ試験値に乗じる係数を決めるのに対

し、一方、沖縄防衛局の方法は、一軸圧縮試験強度は考慮せずに、一律０．

７５を乗じるものである。 

 

（甲２（４４頁）表２３） 

 

Ｂ５８Ｔ－４３の一軸圧縮試験強度は、沖縄防衛局が、“簡易ＣＵ強度よ

り著しく過小なため棄却”したものであるが、「港湾基準・同解説」の方法

は、一軸圧縮強度３個を平均し、それと簡易ＣＵ強度の比からせん断強度を

算出している（０．６５Ｓｕ２）。その結果、沖縄防衛局の方法では１０

６．４ｋＮ／㎡、「港湾基準・同解説」の方法では９２．２ｋＮ／㎡になっ

ている。 

Ｂ５８Ｔ－３１、Ｂ５８Ｔ－３６、Ｓ３Ｔ－４２の場合、一軸圧縮試験強

度の乱れが小さいので、「港湾基準・同解説」では、一軸圧縮試験強度の１

／２の平均値からせん断強度を求めている。一方、沖縄防衛局の方法では、

簡易ＣＵｂａｒ試験強度の１／２のＳｕ２に０．７５を乗じてせん断強度を

求めている（甲２（４４頁）表２３）。 
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この方法は、「港湾基準・同解説」の粘性土のせん断強度の決定方法①～

⑥にはない。沖縄防衛局が独自に作成したものであり、Ｓ－３地点のＳ３Ｔ

－４２の１か所だけに適用されたものである。 

第１回技術検討会資料ｐ．３８は「硬質な粘性土のＡｖｆ－ｃ２について

は、比較的塑性のある細粒土で強度を過小評価する恐れが小さいことからｑ

ｕ法も併用するものとし、破壊状況を確認の上、異常値と認められないもの

は、せん断強度として採用した。」と述べているが、これは「港湾基準・同

解説」に示す決定方法④の精神を無視したものである。決定方法④は、３個

のｑｕ法（一軸圧縮強度）の平均値と簡易ＣＵｂａｒ試験値の比で、試料の

乱れを判断し、せん断強度を決める。沖縄防衛局の方法は、試料の乱れが小

さいものだけ、あるいは異常値が認められないものだけに限り、４つの試験

値をせん断強度として採用し、試料の乱れが大きく強度が小さい場合は簡易

ＣＵ試験結果のみを採用するというご都合主義のもので、合理的根拠がな

い。 

つまり、①硬質な粘性土（Ａｖｆ－ｃ２）は適用対象とし、軟質な粘性土

（Ａｖｆ－ｃ）は適用外とする根拠がない。②同じＡｖｆ－ｃ２層なのに硬

質な粘性土と硬質でない粘性土を区分する根拠がない。③ｑｕ法によるせん

断強度が大きいところはデータを４個採用し、小さいところは１個とするこ

とができる根拠がない。④上記ｑｕ法の併用で、深さ毎の強度をバランスよ

く評価できる根拠がない。⑤過小評価してしまう強度と、過小評価にならな

い強度を区別する根拠がない。⑥過小評価する恐れが小さい場合に、ｑｕ法

の試験結果３個を採用できる根拠がない（ｑｕ試験結果が２個あるいは４個

以上ある場合はどのように判断するのか）。これら数々の不合理があり、評

価者の主観を排するというせん断強度の決定方法の考え方に背いている。 

Ａｖｆ－ｃ層及びＡｖｆ－ｃ２層のせん断強度は、「港湾基準・同解説」

の６つの方法で決定できるのに、沖縄防衛局は似て非なる方法でせん断強度

を決定している。これらのせん断強度には合理性がないことは明らかであ

り、これらの強度を用いて推定したＢ－２７地点のせん断強度もまた合理性

がなく信頼できるものではない。 
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キ ＥＫＫ層を排水層とすることの誤り（甲２（４５頁）） 

沖縄防衛局は、ＥＫＫ層を排水層とみるべきでないにもかかわらず、排水

層だとし、Ａｖｆ－ｃ層、Ａｖｆ－ｃ２層から早く排水（圧密促進）すると

して、両面排水条件で圧密計算を行い、これにより短時間での圧密による強

度促進を図り、Ｃ－１護岸の未改良地盤のせん断強度増進を速めるという計

算の操作を行っている。 

ＥＫＫ層は、国頭層群嘉陽層をいい、大浦湾の基盤である（甲２（４６

頁）図３１の薄緑色の部分）。 
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（甲２（４６頁）図３１） 

 

沖縄防衛局は、この基盤を排水層として一次元圧密解析し、圧密による強

度増加を考慮している。しかし、ＥＫＫ層を排水層とする判断根拠や透水係
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数の出所が不明であり、圧密計算と圧密によるせん断強度の増加を考慮した

安定性照査結果は信用できない。 

 

ク ＳＧＭ軽量土にせん断力や曲げ引張力を負担させる誤り（甲２（５１

頁）） 

ＳＧＭ軽量土が、Ｃ－１護岸の周辺地盤のすべり抑止材として働くなどと

いう事実はないにもかかわらず、沖縄防衛局が、抑止剤として働くなどとと

し、Ｃ－２護岸などでは地盤と一体になりすべりに抵抗するとしていること

は誤りである。 

ＳＧＭ軽量土とは、「浚渫土や建設発生土などの原料土に水、軽量化材

（気泡、発泡ビーズ）、化材などを混合して作製される単位体積重量８～１

３ｋＮ／㎥の軽量な地盤材料」（ＳＧＭ軽量土工法協会）である。 

そもそも、ＳＧＭ軽量土工法は、軽量である特性を利用した土圧低減と沈

下低減が主な用途であり、すべりに対する抑止材としてＳＧＭ軽量土のせん

断抵抗力を期待している事例はない。 

また、岩盤力学では、内部にクラックを有する岩石の強度評価は最弱リン

ク問題として取り扱われるのであり、ＳＧＭ軽量土は、ＳＣＰで盛り上がる

土砂を使用するため、品質管理が困難なために引張強度のバラツキが大き

く、まさに最弱リンクで破壊が進展するものである。甲２（５２頁）図３８

に示すように軟弱地盤の不同沈下とＳＧＭ軽量土の上に載る埋土によりＳＧ

Ｍ軽量土の上部に引張力が働くと、最弱な部分にひび割れが生じ、最弱な部

分に沿って広がる。このひび割れのためにＳＧＭはせん断抵抗力を失う。   

 

（甲２（５２頁）図３８） 
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特に、Ｃ－１護岸の埋土地盤は不同沈下するので、ＳＧＭ軽量土は強度を

発揮できない。 

また、ＳＧＭ軽量土によるすべり対策は、Ｃ－２－４－１工区、Ｃ－３－

１－１工区及びＣ－３－２－１工区でも計画されている。第２回技術検討会

資料ｐ．２６は「軽量盛土は護岸背後に用い、範囲（護岸法線直角方向）は

円弧すべり計算の照査基準値を満足するように厚さ及び幅を変えて試行計算

を行って設定した」と述べており、Ｃ－２－４－１工区の円弧すべり面は、

埋土～ＳＧＭ軽量土～裏込土～盛上り土～ＳＣＰ改良地盤～Ａｖｆ－ｃ層を

通っており、これらの層が一体として動くと仮定している（甲２（５４頁）

図４１）。 

しかし、過去の事例が示すように、地盤はＳＧＭ軽量土から剥離し、滑落

する可能性が高い。例えば、甲２（５４頁）写真１は２０１９年の台風１９

号で舗装を残して地盤が崩落した事例である（甲２意見書筆者須藤芳雄氏

（以下「筆者」とする）撮影）。Ｃ－２－４－１工区の場合も、これと同様

のことが起こる。Ｃ－２－４－１工区の場合、抵抗力が期待できるのはＳＧ

Ｍ下端からその先の層だけなので、作用耐力比１．０以上になる可能性が高

い（現状：０．９９８）。どうしてもすべり抑止工として使用したいなら、

実証試験を行い、抑止効果を確認してから行うべきである。

 

（甲２（５４頁）図４１）       （同写真１） 
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 （３）現場状況を把握できない不適切な試験結果の表現（甲２（５５頁以下）

） 

地盤の調査結果の説明が不適切なので、Ｂ－２７地点周辺の地盤状況が分か

らない。 

すなわち、Ｃ－１護岸（延⾧３４３．０ｍ）は成層状態が複雑であるが、ボ

ーリングにサウンディングを加えた調査間隔は８０～９０ｍと、「港湾基準・

同解説」の配置間隔の目安よりもはるかに広いという問題がある。同時に、現

在ある試験結果だけではＣ－１護岸の地盤状況が十分に説明できていないこ

と、あるいは必要な情報を開示していない問題がある。以下、試験地点ごとに

述べる（甲２（５５頁以下）図４２参照）。

 

（甲２（５５頁以下）図４２） 

ア Ｂ－２６地点 

Ｂ－２６地点は、Ｃ－１護岸と隅角部護岸の交差する場所付近にある。 

この場所付近でボーリングを少なくとも２回行っている。しかし、報告書

には、２回の地盤調査や試験結果の違いについて説明がなく、地盤調査場所

やその経度緯度を黒塗りしているので、試験位置も分からない。ボーリング

柱状図は、「Ｈ２６地質報告」がＧＬ±０～ＧＬ－１９ｍまでを、「Ｈ２５

地質報告」がＧＬ－１９ｍ以深を記載している。ＧＬ－１９ｍ以深からボー
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リングすることなどあり得ないので、何らかの理由により別の場所で再試験

をしたと考えるのが自然である。 

 

イ Ｂ－２８地点（ボーリング試験）、Ｓ－３０地点（ＣＰＴ試験） 

ボーリング試験のＢ－２８地点とＣＰＴ試験のＳ－３０地点は、離隔距 

離がわずか８．８６ｍ２５なのに、ほぼ同じ位置で試験をした目的や理由の

説明がない。 

Ｓ－３０地点ではＣＰＴ試験結果から非排水せん断強さを算定しているの

に、その説明がない。 

 

ウ Ｂ－２７地点 

Ｂ－２７地点の非排水せん断強さが、ＣＰＴ試験報告書（４２頁）に載っ 

ているが、技術検討会、技術検討会資料、鑑定書などで一言も触れられてい

ない。 

 

エ Ｂ－２８地点 

Ｂ－２８地点の土質試験結果に、一軸圧縮試験結果はあるが、簡易ＣＵ 

試験結果はない（甲２（５９頁）表３０）。 

一軸圧縮試験ができれば簡易ＣＵ試験もできるので、明確な意思の下で簡

易ＣＵ試験をしなかったのである。沖縄防衛局は、粘性土の一軸圧縮試験は

試料の乱れの影響を受けるから簡易ＣＵｂａｒ試験法を採用すると言いなが

ら、Ｂ－２８地点では逆のことをしたのに、その説明がない。 

 

（甲２（５９頁）表３０） 
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一方で、甲２（５９頁）表３１の「土質試験数量内訳」（「シュワブ（Ｈ

２６）地質調査報告書」）は、Ｂ２８地点で５箇所の簡易ＣＵ試験をしたと

報告している。これは簡易ＣＵ試験結果の隠ぺいである。 

 

（甲２（５９頁）表３１） 

このような不適切な行為がなされたのは、①Ｂ－２８地点はＳ－２地点と

Ｓ－３地点の中間にあるので、Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ層のせん断強さを

推定する地点として相応しいが、沖縄防衛局の期待した値ではなかった、②

Ｓ－３０地点のＣＰＴ試験で設定した非排水せん断強さを、Ｂ－２８地点の

簡易ＣＵ試験強度で調整（キャリブレート）したが、沖縄防衛局が望んだ強

度が得られなかった（後述の（５）で詳述）、などが動機として考えられ

る。沖縄防衛局は、表３１の内訳にあるＢ－２８地点の簡易ＣＵ試験結果の

公開とＢ－２８地点をＡｖｆ－ｃ層のせん断強度の推定から外した理由を説

明しなければならない。 

 

オ Ｓ－２，Ｓ－３地点 

ボーリング柱状図にＡｖｆ－ｓ層，Ａｖｆ－ｃ層のＮ値の記載がない。 

Ｎ値の欄が修正液で消されたようにも見える。一方で、Ｎ値の大きい砂礫

や礫混じり砂には記載がある。 

Ｈ２７年に実施した「シュワブ（Ｈ２６）地質調査」では、Ｂ－２６地

点、Ｂ－２８地点のボーリング試験の柱状図にＮ値＝０や「モンケン自沈」

のコメントがあった。ところがＨ２９年実施の「シュワブ（Ｈ２６）ケーソ

ン新設工事（１工区）」になるとＳ－２地点、Ｓ－３地点のボーリング柱状
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図からはＡｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層のＮ値の記載がなくなった（甲２

（６０頁）図４６）。記載しないのは、一次評価者の記載ミスであり、沖縄

防衛局は速やかに訂正すべきである。他方、土質柱状図から消したのであれ

ば、データ改変にあたるので、沖縄防衛局はその真相と責任を明らかにしな

ければならない。 

 

図 1 Ｈ２７年に実施した標準貫入試験（ＳＰＴ）結果には粘性土のＮ値があったが、

Ｈ２９年実施の試験結果にはない 

（甲２（６０頁）図４６） 
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 （４）ＣＰＴ試験後の不可解な地盤調査と、Ｂ－２７地点のボーリング調査の

回避（甲２（６１頁以下）） 

 防衛局は、ＣＰＴ試験から１年も経ってＢ－５８地点やＳ－２０地点のボー

リング試験をするという不可解な行動をしている。 

また、防衛局はＣＰＴ試験でＢ－２７地点のせん断強度を算定したのにそれ

に全く触れないという不自然な評価を行っている。 

Ｂ－２７地点のＣＰＴ試験は、２０１７年３月１３日～２０１７年３月１６

日に実施され、その結果、海面下９０ｍまでの軟弱地盤の存在が判明した（甲

２（６３頁）表３３）。しかしその後、２０１７年３月２９日～２０１９年１

月１９日の期間、深場のボーリング調査（傾動自在型工法）をＳ－３地点、Ｓ

－２０地点、Ｂ－５８地点を含む１１地点で実施したにもかかわらず、Ｂ－２

７地点では行っていない。Ｓ－３地点などすぐ近くでボーリング調査をしてい

ることからＢ－２７地点で実施することは簡単だったはずである。時間も、試

験装置もあったにもかかわらず、Ｂ－２７地点のボーリング調査を敢えて行わ

なかったのは意図的と言わざるを得えない。 
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（甲２（６３頁）表３３） 

 

さらに、沖縄防衛局は頑なにＢ－２７地点のボーリング調査を回避したのみ

ならず、ＣＰＴ試験から非排水せん断強さを求めることができたのにその事実

を隠蔽した。 

ＣＰＴ試験から非排水せん断強さを求める方法（「港湾基準・同解説」（３

３２頁））は、コーンの先端の抵抗値Ｑｎｅｔにコーン係数Ｎｋｔを乗じるこ

とにより、非排水せん断強さＳｕを求める（Ｓｕ＝Ｎｋｔ×Ｑｎｅｔ）ことが

できる。 
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当該地点では、Ｂ－２８地点のボーリング調査による非排水せん断強度Ｓｕ

と、Ｓ－３０地点のＣＰＴ試験値であるＱｎｅｔから、コーン係数Ｎｋｔを求

める予定だったと思われる。ＣＰＴ試験結果として「Ｓ－３０（Ｂ－２８）総

括図」まで作成していたのである。しかし、ＣＰＴ試験から求めたせん断強度

では、外周護岸の地盤の安定性が確保できなかった。そこで埋没谷に沿って、

Ｓ－２地点、Ｓ－３地点、Ｓ－２０地点、Ｂ－５８地点の非排水せん断強度か

らＢ－２７地点のせん断強度を算定する現在の方法に変更されている。 

実際、甲２（６３頁）図４８に非排水せん断強度の比較が示されているが、

ＣＰＴ試験から求めた強度ではＣ護岸の作用耐力比が１以上になっている（埋

没谷から求めた強度よりわずかに小さい）。こうしたことから、都合の悪い結

果を表に出さないために、沖縄防衛局の資料からＣＰＴ試験から非排水せん断

強さを設定する記述が消えたことがうかがわれる（甲２（６３頁）表３４参

照）。  

 

（甲２（６３頁）図４８） 
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 （５）Ｐ．Ｐ．試験とＴ．Ｖ．試験はＣＰＴ試験から非排水せん断強さを設定

するのに必要な試験であること（甲２（６４頁以下）） 

「世界一流の地質データ専門企業」を謳う、Ｆｕｇｒｏ社（本社オランダ）

の資料によれば、ポケットペネトロメータ（Ｐ．Ｐ．）試験、トルベーン 

（Ｔ．Ｖ．）試験はＣＰＴ試験結果であるコーン抵抗から非排水せん断強さを

求めるために必要な試験である。沖縄防衛局がＰ．Ｐ．試験、トルベーンＴ．

Ｖ．試験を行っていたことからするならば、沖縄防衛局は、これら試験から設

定した非排水せん断強さを、Ｓ－３０地点のＣＰＴ試験結果とＢ－２８地点の

一軸圧縮強度を用いて、調整（キャリブレート）しようとしていたものと思わ

れる。 

それにもかかわらず、上記図４８に示した非排水せん断強度の比較のとお

り、ＣＰＴ試験から求めた強度ではＣ護岸の作用耐力比が１以上になった（埋

没谷から求めた強度よりわずかに小さい）。こうしたことから、都合の悪い結

果を表に出さないために、沖縄防衛局の資料からＣＰＴ試験から非排水せん断

強さを設定する記述が消えたと強く疑われる（表３４）。

  

（甲２（６３頁）表３４） 

ＣＰＴ試験でＢ－２７地点のせん断強度を算定したのにそれに全く触れず、

ＣＰＴ試験直後にＳ－３地点でボーリング試験をしたのに、直近のＢ－２７ 

地点でボーリング試験を行わず、１年も経ってＢ－５８地点とＳ－２０地点の

ボーリング試験を行った。この時に、Ｂ－２７地点でボーリング試験を行って

いれば、Ｂ－２７地点の強度問題は起こり得ず、費用も安く済んだにもかかわ

らず、それを避けていたことからして、沖縄防衛局には、Ｂ－２７地点でボー

リング試験を行うことを避ける企図があったとしか考えられない。 
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 （６）Ｂ－２７地点で力学的試験をしないことの誤り（甲２（６７頁以下）） 

以上のとおり、①沖縄防衛局の地盤調査において水平方向の調査間隔が最

大４５０ｍと⾧いうえ、調査地点の深さ方向の調査数が少ないので、統計的

に相関性が証明できず、調査地点が「地層が同じ」と証明できないこと、②

粘性土の強度はコンシステンシーに関連すると述べて、他地点の強度からＢ

－２７地点のせん断強度を算定できるとしているが、Ａｖｆ－ｃ２層では、

強度とコンシステンシーの関連は証明できず、Ａｖｆ－ｃ層では強度とコン

システンシーとの関連から、Ｂ－２７地点のせん断強度は、今よりも小さく

なる可能性が高いこと、③Ｂ－２７地点やＳ－３地点のＡｖｆ－ｃ２層の下

の層をＡｖｆ－ｃ２層とみなし、Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層の細粒分は

非常に広範囲に分布していると主張するが、具体的な根拠は何もないこと、

④沖縄防衛局が主観的な判断で、Ｂ－５８地点とＳ－３地点のボーリング柱

状図の土質区分を変更し、これに伴い、Ｂ－５８地点では３試料が Ａｖｆ

－ｃ２層からＡｖｆ－ｃ層に、Ｓ－３地点ではＡｖｆ－ｃ２層である Ｂ３

Ｔ－３９がＡｖｆ－ｃ層に変わったこと、⑤沖縄防衛局が、「港湾基準・同

解説」に準拠せず、独自の方法（「簡易ＣＵ試験法」、「簡易ＣＵ試験法，

ｑｕ法」）を採用し、せん断強度を大きくなるように、データのつまみ食い

（棄却と採用）をしていること、⑥沖縄防衛局が根拠なくＡｖｆ－ｃ２層内

の細粒分質砂を粘性土とすることで、せん断強度を推定する際のデータ数を

増やしたこと（後述する補正係数ｂ１が１．０（ｎ≧１０）になるようにし

た）。 ⑦沖縄防衛局がＥＫＫ層を排水層とみるべきでないにもかかわら

ず、排水層だとし、Ａｖｆ－ｃ層、Ａｖｆ－ｃ２層から早く排水（圧密促

進）するとして、両面排水条件で圧密計算を行い、これにより短時間での圧

密による強度促進を図り、Ｃ－１護岸の未改良地盤のせん断強度増進を速め

たこと、⑧ＳＧＭ軽量土が、Ｃ－１護岸の周辺地盤のすべり抑止材として働

くなどという事実はないにもかかわらず、沖縄防衛局が抑止剤として働くな
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どととし、Ｃ－２護岸などでは地盤と一体になりすべりに抵抗するとしたこ

と、⑨防衛局がＣＰＴ試験でＢ－２７地点のせん断強度を算定したのにそれ

に全く触れないという不自然な評価を行っていることについて、本裁決は、

いずれも看過し、地盤調査方法や調査の評価が不適切であることについて見

落としたまま、防衛局の主張を無批判になぞるだけであって、事実認定に重

大な誤りがある。 

そればかりでなく、上記①ないし⑨の不備からするならば、Ｂ－２７地点

で力学的試験を行わなければ、Ｂ－２７の調査地点付近の地盤状況は明確に

なりえないのであって、そうである以上、沖縄県知事がＢ－２７地点での力

学的試験を求めたのは当然のことであり、Ｂ－２７地点での力学的試験がな

されていない以上、港湾の施設の技術上の基準の細目を定める告示（平成１

９年国土交通省告示第３９５号。以下「告示」という。）第１３条に適合し

ているとは認められず、災害防止に十分配慮した検討が実施されていないと

した県の審査に裁量の逸脱などあるはずもない。 

以上より、ほぼ防衛局の主張をそのまま無批判になぞって、防衛局が行っ

た本件地盤調査が適切であることを前提に沖縄県知事の審査に裁量逸脱があ

ると認定した本件裁決には重大な誤りがある。 

 

４ まとめ 

以上より、防衛局が行った地盤の調査・評価・結果の説明が不適切であり、

Ｂ－２７地点で力学的試験をすることが不可欠であるにもかかわらず、本件裁

決は、その点を看過し、無批判に防衛局の主張に沿った認定をしたものであ

り、事実認定に誤りがあり違法である。 
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第７ 地盤の安定性照査が不適切であること 

１ 調整係数を一律に１．１０とすることは誤りであること 

 （１）地盤の安定性評価の方法 

地盤の安定性は、地盤内に仮定したすべり面に沿って滑り落ちようとする  

せん断応力Ｓｄと、すべりに抵抗するせん断強さＲｄの大きさで評価する。

それらの力を算定するために地盤調査を行うが、調査結果がその地盤のすべ

てを代表しているわけではない。また、採取方法や試験に伴うバラつきがあ

る。こうしたことから、地盤の安定性の検討では安全率という考えが導入さ

れ、安全率Ｆｓが用いられてきたところ、港湾基準・同解説では、安全率に

代わるものとして調整係数ｍが導入され、作用耐力比という概念で安定性を

評価している（甲１５）。 

【安全率Ｆｓによるすべり安定性の照査方法】 

  修正フェレニウス法による安全率Ｆｓ＝
∑（𝐜𝐋 ＋𝐖𝐜𝐨𝐬 𝛂𝐭𝐚𝐧𝛗）

∑𝐖𝐬𝐢𝐧 𝛂
 （地下水位が低い場合）

  

滑動力Ｓ＝Ｗ𝐬𝐢𝐧𝜶 

抵抗力Ｒ＝ｃＬ ＋Ｗ𝐜𝐨𝐬𝜶ｔａｎφ 

                      Ｃ：粘着力、φ：内部摩擦角 

                     Ｌ：スライス長、Ｗ：スライス重量、α：すべり面角度 

        ・・・ 

                               

 

 

 

 

 

 

 

回転中心 

回転半径 L 

S 

R 
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 【作用耐力比による安全率の照査方法】 

  作用耐力比＝𝐦
𝐒𝐝すべり面に沿って滑ろうとする力（荷重）

𝐑𝐝すべり面に抵抗しようとする力（抵抗力）
＝𝐦

𝛄𝐬・𝐒𝐤

𝛄𝐫・𝐑𝐤
   

ここに、ｍ：調整係数、γｓ：荷重の部分係数、γｒ：抵抗力の部分係数 

        Ｓｄ：設計荷重、Ｒｄ：設計抵抗力、Ｓｋ：荷重特性値、Ｒｋ：抵抗力特性値 

沖縄防衛局は、Ｃ－１護岸～Ｃ－３護岸、護岸（係船機能付き）の安定

性照査において、施工中に計測施工を行うことを前提として、調整係数を

一律にｍ＝１．１０に設定している。 

これに対して、沖縄県は、港湾基準・同解説７４９頁や土田・湯論文

（甲１６）をもとに、安定性照査においては、計測施工を行う場合でも、

Ａｖｆ－ｃ２層の非排水せん断強度のばらつき（ＣＶ＝０．１８）を踏ま

え、最低でもｍ＝１．１５（安全側とするならばｍ＝１．２０）としなけ

れば不適切であると指摘する。 

 

 （２）本件裁決の判断 

この点、本件裁決は、２９頁以下で、港湾基準・同解説７４９頁に、「な

お、従来の安全率法による設計はγｓ＝１．００、γＲ＝１．００と設定す

ることに相当し、安全率に相当するｍについて、永続状態に対しては１．３

０以上、①同一の地盤における実績等から②照査に用いる定数の信頼性が高い

と考えられる場合や、施工中に地盤の変位及び応力を観測する計測施工を実

施する場合には、１．１０以上の値を用いることができるとしていた。これ

に倣って、部分係数γｓとγＲが設定されていない場合には、従来法に準じ

てγｓ＝１．００、γＲ＝１．００と設定し、調整係数ｍを従来の安全率相

当の値に設定して安定性を照査することができる。」（下線及び番号は原告

ら訴訟代理人）との記載があることを根拠に、沖縄防衛局が、施工中に地盤

の変位及び応力を観測する計測施工を行うことを前提として、γｓ＝１．０

０、γＲ＝１．００とし、一律にｍ＝１．１０と設定したことが上記の記載

に反するものでないと判断した。 
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また、下線②の部分について、土田・湯論文（甲１６）によれば、「地盤

が均一で地盤定数の信頼度が高い場合（Ｖ＝０．１程度）」かつ「観測施

工・対応可（ｎ＜０．５）」（ｎは当初の建設費に対する破壊時の費用の比

として定義される被害額率である。）の場合という、より限定的な場合に、

従来の安全率相当の値として、調整係数ｍ＝１．１０に設定することができ

ることとなるはずである上、同論文自体において、要旨（１１７頁）及び結

論（１４４頁）に、上記の「観測施工・対応可（ｎ＜０．５）」の場合に言

及されていないこと、下線①の部分について同論文の内容にはみられないこ

と、同論文は主として港湾構造物の完成時に用いる円弧すべり解析の安全率

について検討したものであり、施工時の円弧すべり計算（解析）に用いる安

全率（安全率に相当する調整係数）についても直ちに適用されるか明らかで

ないことなどを根拠に、港湾基準・同解説の上記記載は、土田・湯論文（甲

１６）の内容そのものではないと判断し、以上を根拠に、最低でもｍ＝１．

１５とすべきとする沖縄県の指摘は理由がないと判断した。 

 

 （３）本件裁決が土田・湯論文（甲１６）を曲解していること 

しかし、本件裁決の上記判断は、沖縄防衛局（国）に有利な結論を導くた

めに土田・湯論文（甲１６）の内容を著しく曲解したものであり、あまりに

も不合理である。 

すなわち、本件裁決は、土田・湯論文（甲１６）が、要旨及び結論におい

て、「観測施工・対応可（ｎ＜０．５）」の場合に言及していないことを根

拠に、同論文が本件で適用されない旨指摘するが（下線②に関する判断）、

同論文は本文中（１３６頁）で「観測施工・対応可（ｎ＜０．５）」の場合

に言及している。土田・湯論文（甲１６）が要旨及び結論において「観測施

工・対応可（ｎ＜０．５）」の場合に言及していない理由としては、「観測

施工・対応可」の意味について長い注釈が存在することから（同論文１３６

頁右下）、まとめの記載ではあえて省略したこと等が考えられるが、いずれ
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にせよ、本文に記載があるにも関わらず、要旨及び結論に記載がないからと

いって、土田・湯論文（甲１６）は「観測施工・対応可」の場合について想

定していないとする本件裁決の判断は、著しく恣意的と言わざるを得ない。 

むしろ、土田・湯論文（甲１６）をもとにすると、Ｃ－１護岸における施

工が「観測施工・対応可」であったと仮定しても、同護岸は軟弱地盤が深く

堆積し、Ａｖｆ－ｃ層は深さ７７ｍにまでおよび，さらにＡｖｆ－ｃ２層は

深さ９０ｍまで及んでおり、起伏が激しいことから、施工の難易度が非常に

高い地点である。そうすると、「地盤が不均一あるいは地盤定数の信頼度が

低い場合」に当たるものとして、Ｖ＝０．１５程度と考え、最低でもｍ＝

１．１５とすべきであり、沖縄県の指摘は実に正当なものであるというべき

である。 

それにとどまらず、Ｃ－１護岸地域は、Ａｖｆ－ｃ層は深さ７７ｍにまで

および，さらにＡｖｆ－ｃ２層は深さ９０ｍまでおよんでいることを踏まえ

ると、到底「観測施工・対応不可」であることから、調整係数は１．１５と

することさえも不可能であるというべきである。 

 

 （４）「同一の地盤における実績等」の意義 

下線①に関する判断についても、本件裁決は、港湾基準・同解説に存在す  

る「同一の地盤における実績等から」という一文が土田・湯論文（甲１６）

にないことをもって同論文を否定しているが、これは、的外れの議論であ

る。「同一の地盤における実績等」というのは、例えば、同じ盛土斜面で施

工を何回も行っている実績があり、その場合の調整係数が、観測施工の有無

に係らず１．１０以上であった場合には、新たに施工する盛土斜面の調整係

数として、観測施工の有無に関係なく１．１０以上として良いということで

ある。 

土田・湯論文（甲１６）は観測施工に関するものであり、「同一の地盤に

おける実績等」は同論文の範囲外のものであるから、それゆえ港湾基準・同
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解説と同論文の記載には若干の違いがある。しかしそのことは、土田・湯論

文（甲１６）が、本件のような地盤改良工事で採るべき調整係数について言

及した論文であることや、港湾基準・同解説７４９頁の「１）」で参考文献

として引用されていることを否定するものではない。 

本件裁決の下線①に関する判断は、土田・湯論文（甲１６）の有効性を否

定する理由になっておらず、的外れな指摘といわざるをえない。 

 

 （５）地表面の盛土工と、海面下７０ｍの地盤改良工事を同視するのは誤りで

あること 

また、本件裁決は、公益社団法人日本道路協会「道路土木 盛土工指針

（平成２２年度版）に言及し、同書１０９頁において、常時の作用に対する

盛土のすべりに対する安定性の照査について、「適切な動態観測による情報

化施工を適用する場合には、盛土施工直後の安全率を１．１としてよい。」

と記載されているところ、本件でもかかる記載を参考にできるとする（本件

裁決２９頁）。 

しかしながら、本件裁決のかかる判断は、地表面の盛土工と、海面下７０

ｍの地盤改良工事を同様に捉えるものであり、現場を無視した机上の空論と

いうべきものである（甲２（７０頁））。 

 

 （６）小括 

以上のとおり、土田・湯論文（甲１６）を踏まえると、沖縄防衛局が調整

係数を一律 に１．１０としたのは不適切である。沖縄防衛局の主張は、要

するに、港湾基準・同解説が調整係数ｍを１．１０以上としているのだか

ら、一律に１．１０とすることになんら問題はないとするものである。しか

し、どんな場合でも１．１０で良いのであれば、「１．１０以上」という表

現はしない。地盤・地質や地形の複雑さ、施工の難易度によって採るべき安

全率（調整係数）が変わるからこそこのような表現になっているのであり、
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実際に、港湾基準・同解説が引用している土田・湯論文（甲１６）において

も、地盤の状況、地盤定数の信頼度に応じて調整係数を変えるべきことが記

載されている（同論文１３６頁）。Ｃ－１護岸のＡｖｆ－ｃ２層は深い谷地

形に堆積し、世界的に例のない深さ７０ｍまでの地盤改良であり、盛り上が

る土砂も大量であることを考えれば、施工時の地盤は現状よりも不均一にな

り地盤定数の信頼度は低くなることは明らかである。 

よって、沖縄防衛局が調整係数を一律に１．１０に設定したことは不合で

あり、これを是とする本件裁決の判断も不合理である。 

 

２ せん断強さの算定で恣意的なデータ操作が行われたこと 

 （１）Ｂ－５８地点の試料Ｂ５８Ｔ－３１、３４、３６の恣意的な棄却 

    沖縄防衛局が、Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層のせん断強さを求めるにあ 

たりＳ－３地点、Ｓ－２０地点及びＢ－５８地点のボーリング試験結果を用

いていることは訴状１４頁で述べたとおりであるが、そればかりでなく、沖

縄防衛局は、せん断強さの値を大きくするために様々なデータ操作を行って

いる。 

    例えば、平成３１年１月付け「地盤に係る設計・施工の検討結果報告書」

（甲１７、以下「Ｈ３１報告書」という。）１６頁では、Ｂ－５８地点の試

料Ｂ５８Ｔ－３１、３４、３６はＡｖｆ－ｃ２層に分類されていたものの、

「土粒子の密度が大きくＡｖｆ－ｃ層に近い」との理由でＡｖｆ－ｃ２層の

データから棄却され、さらにその後の技術検討会では、「土層構成としては

Ａｖｆ－ｃ層に区分されるものの、木片の混入などＡｖｆ－ｃとＡｖｆ－ｃ

２の中間的な性状を併せ持ち、強度の過大評価につながる」との理由でＡｖ

ｆ－ｃ層のデータからも棄却された（甲２（７４頁）の図５７も参照）。 

    しかし、土粒子の密度が大きいというのはその深さのＡｖｆ－ｃ２層の特

徴であるし、強度の過大評価につながるというのも主観的判断であり、いず   

れも試料をデータから棄却する理由にはならない。Ａｖｆ－ｃ２層のせん断 
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強さを大きくするため、強度の小さい試料を恣意的にデータから取り除いた

と評価せざるを得ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（甲２（７４頁）図５４） 

 

Avf-c2層からAvf-c層への変更とデータ棄却
棄却理由：棄却しないと過大評価に繋がる

（第6回技術検討会正誤表）

強度が著しく小さいとして
棄却（H31報告書16頁）

【Avf-c2層】【Avf-c層】

Avf-c2層から
Avf-c層へ

一つの場所の４つの
試験結果を独立した
データとして採用

（H31.1裁判提出資料）

細粒分質砂

｢H31 報告書｣ 
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（甲１７・Ｈ３１報告書２１頁） 

 （２）１か所のデータだけ４重にカウントしていること 

    沖縄防衛局は、前記のとおり恣意的なデータ棄却を行う一方で、一軸圧縮

強度が大きい特定の地点（Ｓ３Ｔ－４２）に限って、１か所のデータを４重に

カウントしている（甲１７（２１頁）） 

    また、沖縄防衛局は、Ｓ３Ｔ－４２のせん断強さを求めるために簡易ＣＵ

試験（最大主応力×０．７５）とｑｕ法による決定方法を用いているが、この

ような方法は港湾基準・同解説で定められた方法ではく、沖縄防衛局が独自に

作成し、Ｓ３Ｔ－４２の１か所だけに適用されたものである（甲２（４４

頁））。 

 

 （３）Ａｖｆ－ｃ層のせん断強さを算定するための５試料が除外されているこ

と 

Ｈ３１報告書によれば、Ａｖｆ－ｃ層のせん断強さの変動係数を算定する

にあたり２４個の試料が用いられている（甲１７（２０頁））。 
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この点、Ｂ－５８地点は地表面からＡｖｆ－ｃ層であるところ（甲２・

（７３頁）の図５３）、Ｈ３１報告書２０頁の表には、Ｂ－５８地点地表面

付近のＴ－１、４、７、１０、１２の５試料が含まれておらず、Ｔ－１５～

２８の６試料のみである。地表面に近いこれら５試料でも簡易ＣＵ試験は行

われており、Ｔ－１、７、１２では一軸圧縮試験も行われている（甲１

８）。 

沖縄防衛局は、上記５試料を用いていないことにつき何の理由ものべてお

らず、恣意的なデータ操作であることは明らかである。 

 

 （４）適切なデータをもとにすると作用耐力比が１以上になる可能性が高いこ

と 

    Ｂ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層の非排水せん断強さの推定に用いられてい

るデータ数は１３個である。他方で、港湾基準・同解説に準拠して、粘性土

のせん断強度の決定方法④を採用してＳ３Ｔ－４２の一軸圧縮試験結果３個

を棄却し、Ｓ２０地点の細粒分質砂（ＳＦ）２個を棄却すると、データ数は

８個になり、せん断強度はデータ数１３個の場合より１０％程度小さくなる

ことになる。 

そのため、データ数１３個をもとにＣ－１－１－１工区の作用耐力比を算

出すると０．９９２（完成時）となることになり、データ数８個の場合には

作用耐力比が１以上となる可能性が高いというべきである（甲２（７３から

７７頁））。 

したがって、Ｂ－２７点では、せん断強さ、作用耐力比が適切に算出され

ていないだけでなく、港湾基準・同解説に準拠して適切な８個のデータを用

いれば作用耐力比が１以上となる可能性が高いというべきである。 
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 （５）小括 

   沖縄防衛局は、上記の点以外にも、細粒分質砂を粘性土としてＡｖｆ－ｃ

２層のデータに加える等、恣意的なデータ操作を行っている（甲２（７４

頁）の⑦）。そして、これらの恣意的なデータ操作に基づき、Ｂ－２７地点

のせん断強さが間接的に決定されている。このような地盤条件の設定は著し

く不合理かつ危険なものであり、そうであるにも関わらず、かかる危険性を

適切に評価していない本件裁決は明らかに不合理と言わざるを得ない。 

 

第８ 震度１～３で崩壊する基礎地盤と沖縄防衛局が地震時安定性照査をしていな

いこと（法第４条第１項第１号および第２号の要件を満たしていないこと） 

 １ 地震リスク及び災害レジリエンス（強じん性）の検討の欠如 

平成３１年に作成された日下部鑑定書において、「Ｈ３１報告書」（甲１

７）に要求性能がないことを指摘された沖縄防衛局は、第１回技術検討会資料

５４頁の「表５．１－１ 護岸及び滑走路の性能規定と許容値」で、「完成時

は重力式係船岸に準拠し、自重、変動波浪（５０年確率波）、土圧、Ｌ１地震

動 の作用に対し、壁体が安定すること。」とする性能規定を示した（矢板式

係船岸も同じ）。 

同表の備考欄には、「港湾基準・同解説」の記述はあるが、それに準拠する

のか参考とするのか定かではなく、地震リスクに対する考えは示されていな

い。 

護岸の壁体の下にＳＣＰ改良地盤と軟弱地盤があり、滑走路の下に埋土・Ｓ

ＧＭ軽量土・埋土・ＳＤ改良地盤があるので、地震時に、地盤が崩壊するなど

の変状が生じた場合、壁体は喪失するか傾き、滑走路には大きな不陸を生じる

ので、空港機能はストップする。このような地震リスクに対し、沖縄防衛局は

一言も述べていない。 

それどころか、第５回技術検討会（２０２０年３月１１日）の議事録におい

ては、沖縄防衛局や技術検討会は、沖縄県の「平成２５年度沖縄県地震被害想
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定調査」や政府の地震調査委員会の報告に真摯に向き合わず、「辺野古断層」

や「楚久断層」の活断層の可能性を検討しないなど、辺野古新基地の地震リス

クを十分に検討していない。 

その一方で、レベル２地震動は「米軍と調整済み」、レベル１地震動は「米

軍が認めている」との非常に軽薄な議論で、設計用地震動にお墨付きを与えて

いるが、基地全体の地震リスクや東日本大震災後に言われている災害レジリエ

ンス（強じん性）についての包括的議論が必要なのにもかかわらず、第１回か

ら第６回の技術検討会に提出された資料や行われた議論では、それらの検討が

されていない。 

 

 ２ 地震動の設定が誤っていること 

第５回と第６回の技術検討会における地震動の設定に関しては以下のとおり

問題がある。 

 （１）技術検討会での論点 

  以下が、第５回と第６回の技術検討会での論点である。 
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（甲２（７９頁）表４５） 

 （２）レベル１地震動の設定方法の誤り 

レベル１地震動の評価方法について「空港設計要領（耐震設計編）」１４

頁は、「港湾基準・同解説」を参考とすることができる」と述べている。 

そこで、「港湾基準・同解説」とその解説資料である国土交通省国 土技

術政策総合研究所国総研資料第１０６５号（港湾におけるレベル１地震動の

補正手法に関する包括的整理・平成３１年３月、以下「国総研資料ＮＯ．１

０６５」という。）により、レベル１地震動補正が適切に行われているかを

検討すると、第１回技術検討会資料１１頁で、「設計対象地震動（レベル１

地震動）は、「港湾基準・同解説」に準拠」すると述べているが、実際は、

同基準に準拠していないことが判明した。 
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上記図は、国総研資料ＮＯ．１０６５の２頁に、「港湾基準・同解説」（３

８４頁）のレベル１地震動の補正方法を加筆したものである。 

ここでの対象地点は、レベル１地震動を補正・作成しようとしている下関港

であり、参照地点は、国総研資料ＮＯ．１０６５によると「国総研のホームペ

ージで公開されているレベル１地震動の算定に用いられたサイト増幅特性」を

持つＹＭＧ０１１である。 

対象地点と参照地点のサイト増幅特性を比較して、ＹＭＧ０１１のレベル１

地震動（作成済）から対象地点（下関港）のレベル１地震動を補正・作成す

る。その際、ＹＭＧ０１のサイト増幅特性は既知であるが、下関港のサイト増

幅特性はないので、両地点で臨時地震観測をして下関港のサイト増幅特性を作

成する。 

 

 （３）辺野古先のレベル１地震動の作成フローについて 

以下の図は、辺野古先のレベル１地震動の作成フローである。 



 92 

 

（甲２・図５９） 

 

 （４）第５回技術検討会の説明が事実と異なること 

レベル１地震動を補正・作成するのに、港湾基準・同解説の方法では、２地点で

行っているのに対して、技術検討会では、３地点で行っているが、第５回技術検討

会では、Ｋ－ｎｅｔ名護にまったく触れないで、事実と異なる説明をしている。Ｋ

－ｎｅｔ名護と辺野古地先の２地点で臨時地震観測を行い、辺野古地先のサイト増

幅特性を作成しているのに、それに一切触れていない。 

 

（甲２・表４６） 

 （５）地震動の補正・作成のフローの誤り 

また、辺野古地先のレベル１地震動の補正・作成のフローは、「港湾基準・同解

説」に準拠していないばかりでなく、フローに基づいた補正・作成の内容も以下の

７点において不適切である。 

①地震動の品質を「松補正」とするのは誤りで、本当は「梅補正」である 

②地震動の特性は、周辺の重要３港湾と比べて異常である 
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③地震観測が不十分である（観測期間が短く、観測地震波が少ない） 

④伝播経路特性の影響を受けた不適切な地震波を採用 

⑤地震観測が不十分で不適切な参照地点（Ｋ－ｎｅｔ名護）の選定 

⑥「十分に遠方ではない」地震を考慮していないレベル１地震動の補正・作成 

⑦近年発生したレベル１地震動より大きい実地震を反映させていない 

以下、上記各点について述べる。 

① 地震動の品質を「松補正」とするのは誤りで、本当は「梅補正」である。 

沖縄防衛局は作成したレベル１地震動を「松補正」というが、実際は「梅補正」

である。ここに「松」や「梅」はサイト増幅特性の品質を示す用語であり、「松補

正」は品質の良いサイト増幅特性でレベル１地震動を作成していることを表す。運

天港のサイト増幅特性の品質は「梅」（国総研港湾施設ＨＰ参照）なので、これか

ら作成したレベル１地震動は「松品質」にはならない。高品質の印象を与える間違

った表現である。 

 

 

② 地震動の特性は、周辺の重要３港湾と比べて異常である。 

辺野古の近くには、重要港湾と呼ばれる運天港、中城湾港、金武湾港の３港が

あり、それぞれの港湾でレベル１地震動が作成されている。これら３港湾と辺野

古地先の加速度時刻歴とフーリエスペクトルが図６１と６２である。 
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（甲２・図６１） 

 

（甲２・図６２） 

地震波にはさまざまな周期の波が含まれている。地震波をさまざまな周期の振動

の集まりととらえ、周期ごとの地震波の強さに分解し表したものをフーリエスペク

トルと言う。下図は２００３年宮城県沖の地震のときの大船渡と２００３年十勝沖

地震の浦河のフーリエスペクトルであるが、大船渡のフーリエスペクトルは、浦河

に比べて周期の短い地震波が卓越していることがわかる。大船渡のフーリエスペク

トルは周期が約０．５秒以下の地震波の振幅が大きいが、周期が１秒以上の地震波

は浦河の方が大きくなっている。 
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（大船渡（青）と浦河（赤）の東西動成分のフーリエスペクトル） 

辺野古地先は、北に運天港、南に金武湾港、中城湾港に囲まれており、基礎岩盤

が金武湾港と同じ国頭塁帯なので、これらの地震動特性と同様になると考えられ

る。ところが、辺野古地先の最大加速度は最も小さく、主要動部分の形状も異な

る。更に、フーリエスペクトルの形状はまったく異なる。同じ地域なのに地震動特

性がこれだけ異なるのは異常といえる。 

 

③ 地震観測が不十分である（観測期間が短く、観測地震波が少ない） 

レベル１地震動を補正・作成するために、サイト増幅特性が類似している辺野古

地先と運天港で臨時地震観測をすべきであるが、沖縄防衛局は、理由を述べずに辺

野古地先とＫ－ｎｅｔ名護の２地点で観測をした。 

国総研資料ＮＯ．１０６５・１頁、臨時地震観測の観測期間と観測個数につい

て、評価の信頼性を確保することを目的に、以下の方法が望ましいとしている。 

・臨時観測の観測期間 

・１年～数年程度 

・臨時観測の観測個数 

・（振幅スペクトルの作成時）評価の信頼性を確保するために、原則として３つ以

上の同時記録が望ましい 
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・（位相スペクトルの作成）Ｍ４．５ 以上、Ｍ６．０ 以下の地震を対象に、評

価の信頼性を確保するために、原則として３つ以上の地震動のＮＳ、ＥＷ成分が望

ましい 

ところが、辺野古地先で実施したのは観測期間５か月、観測個数２個であった。

しかも、観測波の１つは公式の地震波ではない即時公開データである。それにも関

わらず、沖縄防衛局は根拠を示さず、品質は十分確保されていると主張している。 

 

（甲２・表４９） 

 

④ 伝播経路特性の影響を受けた不適切な地震波を採用 

２００９年２月８日の地震の震源は、辺野古地先から見てほぼＫ－ｎｅｔ名護の

延長線上にある（図６３）。震央距離は１４５ｋｍで、震源深さが１１ｋｍと浅い

場所で発生したので、地震動は浅層を伝播してＫ－ｎｅｔ名護や辺野古地先まで到

達した。 

その際、Ｋ－ｎｅｔ名護地点と辺野古地先地点は地質断面図から明らかなように

本部塁帯と国頭塁帯からなっているので、この間を地表面に沿って進行すると地震

動の減衰は大きい。すなわち震源からの伝播経路特性が、両地点で違う。その結

果、辺野古地先とＫ－ｎｅｔ名護の最大加速度が０．２ｇａｌと１．８ｇａｌと９

倍も違う大きさになった。 
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（甲２・図６３） 

２００８年１２月１１日の観測波の場合、震央距離９８ｋｍに対し、震源深さ６

５ｋｍと深い場所で発生したので、次図のように両地点には鉛直に近い角度で地震

波が伝わった、すなわち、伝播経路特性の影響を受けていない地震波を観測したと

考えられる。 

 

（甲２・図６４） 

加速度の時刻歴波形が同じならば、加速度フーリエスペクトルは振幅に比例する

２００９年２月８日の即時公開データの最大加速度は、Ｋ－ｎｅｔ名護で１．８ｇ

2008/12/11日地震（HP公開データ）

 

2008/12/11 

2009/2/8 

(即時公開データ) 

2008/12/15 

(即時公開データ) 

震央距離 97.6km 

震央距離 145.3km 

辺野古地先 

K-net 名護 

辺野古地先
Peak加速度4gal

K-net名護
Peak加速度4gal

(スネルの法則)



 98 

ａｌであり、辺野古地先の０．２ｇａｌより９倍大きかったので、辺野古地先のフ

ーリエスペクトルを過小に評価する結果になった。 

 

（甲２・図６５） 

 

⑤ 地震観測が不十分で不適切な参照地点（Ｋ－ｎｅｔ名護の選定） 

辺野古地先のレベル１地震動の作成のために、Ｋ－ｎｅｔ名護で臨 時地震波観

測をしているが、運天港で臨時地震波観測をすることができた上に、次の３点から

Ｋ－ｎｅｔ名護を選定したことは不適切である。 

ア 運天港のサイト地盤特性は、Ｋ－ｎｅｔ名護よりも辺野古地先に類似してい

る。よって、辺野古地先と運天港で臨時地震波観測をすれば足りた。 

イ 運天港ではレベル１地震動も作成済である。 

ウ Ｋ－ｎｅｔ名護（ＯＫＮ００２）のサイト増幅特性は、国総研のホームペー

ジからアクセスできるとあるが、次表のとおり実際にはアクセスしてもＯＫＮ

００２はなく、Ｋ－ｎｅｔ名護のサイト増幅特性の正当性が担保されていな

い。 

 

（甲２・表５０） 

フーリエスペクトルの比率
を引き下げている。

加速度フーリエスペクトルの比率（辺野古地先/K-net名護)
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⑥ 「十分に遠方ではない」地震を考慮していないレベル１地震動の補正・作成 

「港湾基準・同解説」の解説資料は、「対象地震の震源が十分に遠方ではなく、

参照地点と対象地点では、伝播経路特性が異なると考えられる場合（対象地点から

震源までの距離が対象地点から参照地点までの距離のおおよそ１０倍未満）、以下

の手法により評価を行う」と述べ、国総研資料ＮＯ．１０６５・２頁作成フローと

は異なる方法を説明している。 

辺野古地先のレベル１地震動の場合には、参照地点を運天港とするかＫ－ｎｅｔ

名護にするかで、同じ地震であっても評価方法が異なってくる。すなわち、Ｋ－ｎ

ｅｔ名護を参照地点とすると、対象地点との距離は１１ｋｍなので、２つの観測地

震波（２００８年１２月１１日と２００９年２月８日）はかろうじて「十分に遠

方」な地震に入る（２００８年１２月１１日の地震の震源距離が１１８ｋｍ＞１１

ｋｍ×１０）。 

しかし、運天港を参照地点にすると対象地点との距離は１８ｋｍなので、２つと

も「十分に遠方ではない」地震に分類されることになる。 

上記理由によるものか不明であるが、運天港を参照地点とせずにＫ－ｎｅｔ名護を

臨時観測地点にして、参照地点をあいまいにしている。 

はっきりしていることは、「十分に遠方ではない」地震を対象にしたレベル１地

震動の作成をしていないことである。 

沖縄本島周辺の地震は、琉球海溝と沖縄トラフに大きく分けられ、伝播経路特性

は両者で異なる。辺野古地先の琉球海溝付近で発生する地震の多くは「十分に遠方

ではない」ものが多い。 

２つの観測地震波（２００８年１２月１１日と２００９年２月８日）は、沖縄ト

ラフ（東シナ海側）のもので、「十分に遠方ではない」琉球海溝付近で発生した地

震の地震動特性を反映していない。 



 100 

 

（甲２・図６６） 

 

⑦ 近年発生したレベル１地震動より大きい実地震を反映させていない 

２０１０年２月２７日に琉球海溝付近でＭ７．２の地震が発生した。名護市内で

５４．７ｇａｌだったので、辺野古地先では、レベル１地震動の最大加速度より大

きかった可能性が高い。 

このＭ７．２の地震は、辺野古地先から１００㎞の震源距離場所で発生してお

り、参照地点にもよるが震源が十分に遠方にない近距離地震に相当する。 

これだけ大きい近距離地震が実際に起こっているにも関わらず、サイト増幅特性

もレベル１地震動の見直しもしないのは、新しい知見を取り入れて、より安全・安

心な施設を設計・施工しようという姿勢や、地震リスクに対する考えが沖縄防衛局

にないことを示しているといえる。 

 

３ レベル２地震動に対する耐震性能を求めるのは「高盛土」だけではなく、

「被災によって、その影響が長期又は広範に及ぶ可能性がある場合などの施設

・構造物」であること 

 （１）技術検討会の議論 

前述した第５回と第６回の技術検討会において、沖縄防衛局は、「技術的    

な論点③（１／２）③地震動の設定について」（第５回技術検討会資料）に

おいて、（改良地盤や埋立地盤を含むＣ－１護岸の支持地盤は）「空港設計
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要領」に示す高盛土にあたらず、レベル２地震動の性能を求める必要はな

い」と述べ、レベル２地震動を考慮する対象を高盛土に限定し、埋立地盤を

レベル２地震動の対象外とした。 

しかし、沖縄防衛局が論拠とする「空港設計要領（耐震設計編）」（３）

は、「空港の施設でレベル１地震動のみの性能を示している施設であって

も、高盛土で構成される盛土地盤のように、被災による修復が長期間にわた

る可能性がある、又は高盛土の崩壊によって空港周辺の民家等に重大な被害

が及ぶ可能性がある等、当該施設の被災によって、その影響が長期又は広範

に及ぶ可能性がある場合においては、レベル２地震動等に対する安全性につ

いても確保するものとする。」と述べている。 

 

 （２）重要なのは、「当該施設の被災によって、その影響が長期又は広範に及

ぶ可能性がある場合」であること。 

重要なのは、「当該施設の被災によって、その影響が長期又は広範に及ぶ

可能性がある場合」である。 

「高盛土で構成される盛土地盤のように」は例示であり、「厚い軟弱地盤

上に埋め立てられた地盤」も同様と考えるべきである。 

沖縄防衛局は、「空港設計要領に記載のある高盛土は、広大かつ平坦な空

港用地を確保するために丘陵地を切盛りすることによって生じる高い盛土で

あり、海上を埋め立てることで整備される本事業については埋立地盤である

ことから、この要領に示す高盛土に当たらず、レベル２地震動の性能を求め

る必要はない。」と述べるが、そのような高盛土の定義は「空港設計要領」

に見出せない。地盤崩壊による影響が長期又は広範に及ぶ可能性があるなら

ば、高盛土を広く解するべきである。 

なお、羽田国際空港に関する各種報告書では、以下のような記載がある。 

・施工する場所は、軟弱な粘性土層が堆積した多摩川の河口域です。水深２

０ｍ程度の海底の軟弱地盤上に、最大４５ｍの高盛土を実施、圧密沈下量
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は最大８ｍにもおよぶ計算です。（技術ノートＮｏ．４９「東京国際空

港」２５頁、一般社団法人 東京都地質調査業協会 

・水深２０ｍ程度の地盤に対して、最大１７ｍ程度の高盛土による埋立地盤

の造成や各種の杭式基礎構造物（連絡誘導路橋、桟橋構造、進入灯橋梁

等）を広い範囲にわたり建設する必要性があること）「Ｄ滑走路の設計の

基本的考え方（その１）～設計条件及び性能規定～」（宮田ら、東京国際

空港Ｄ滑走路建設工事 技術報告会（第一回）） 

・水深が約２０ｍあるので、…海底から見上げれば、高盛土のような構造物

である（「羽田空港Ｄ滑走路の設計」、野口ら、土木学会論文集Ｃ（地圏

工学）、Ｖｏｌ．６８、Ｎｏ．１、１５０－１６３、２０１２、１５１

頁） 

・軟弱な沖積粘性土が厚く堆積した海底に、海底面から滑走路天端まで約４

１ｍ（沈下があるので水深＋標高よりも大きい）に及ぶ高盛土を築造し

た。（「羽田空港Ｄ滑走路の設計」、野口ら、土木学会論文集Ｃ（地圏工

学）、Ｖｏｌ．６８、Ｎｏ．１、１５０－１６３、２０１２、１５３頁） 

・滑走路端部で標高Ａ．Ｐ．＋１７．１ｍ以上であり、海底地盤上に高盛土

を築造することに匹敵する巨大構造物である（「羽田空港Ｄ滑走路の設

計」、野口ら、土木学会論文集Ｃ（地圏工学）、Ｖｏｌ．６８、Ｎｏ．

１、１５０－１６３、２０１２、１６１頁） 

・埋立工事の概要は、全長 ２、０２０ｍ、全幅４２４ｍ、埋立土量３、８

００万㎥、盛土層厚３０ｍ～最大４５ｍ程度と軟弱地盤上の高盛土として

は前例のない工事。軟弱な粘性土地盤への高盛土工事であるため、盛土施

工中にすべり破壊等を起こし、周辺地盤や盛土本体にダメージを与える可

能性。（「軟弱地盤における海上大口径ボーリング事例」、野口ら、全地

連「技術ｅ－フォーラム２００８」高知） 
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そして、何よりも大きな問題が、「空港設計要領（構造設計編）」は、レベ

ル１地震動とレベル２地震動に対する安定性照査を護岸の支持地盤に求めてい

ることであることは前述した。 

 

４ 一次元地震応答解析の解析条件が示されていないこと 

 （１）技術検討会での議論 

沖縄防衛局は、第２回技術検討会において、壁体の地震時検討について、「壁体の安定

性能照査の項目と作用の組合せ」の項で述べている。（第２回技術検討会資料２１頁） 

それによれば、地震動は壁体の重量に照査用震度を乗じることで評価するものと

し、照査用震度は、「港湾基準・同解説」に準拠し、レベル１ 地震動及び土層構

成・土質条件等を基に一次元地震応答解析（ＦＬＩＰ）を行い設定したとしてい

る。 

しかし、以下に述べるとおり問題がある。 

 

 （２）地盤モデルについて 

第２回技術検討会資料は、照査用震度を求める地盤モデルの設定として次

図を示している。 

 

（甲２・図６７） 

また照査用震度を求める検討断面の位置について、説明をすることなく次

図を示しているものの、個々の具体的な地盤モデルについての言及はない。 
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技術報告書の地震時安定性照査で、地盤の解析用モデルや物性値などにつ

いて説明がないのは考えられないことであるし、検証を行うこともできな

い。 

 

（甲２・図６８） 

 （３）工学的基盤面について 

工学的基盤面とは地震動を入力する位置をいう。図６７の事例では工学的

基盤は置換砂の下であるが、辺野古新基地の場合、工学的基盤面は辺野古地

先（図６９）の地表面下５ｍで定義されている。 

 

（甲２・図６９） 
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一方でＣ－１護岸の地盤モデルでは、海面下約１００ｍの洪積層が工学的

基盤面と考えられるが、レベル１地震動として辺野古地先と同じものを用い

るのか、あるいは海面下約１００ｍの工学的基盤面まで引き戻すのか、何も

説明がない。 

 

 （４）土質データ、特に動的データの欠落について 

「シュワブ（Ｈ２５）地質調査（その２）」は、Ｂ－２５地点、Ｂ－２６

地点、Ｂ－３０地点で砂質土の繰返し三軸試験を行い、せん断歪～せん断

剛性とせん断歪～減衰定数の関係を調査しているが、技術検討会資料には

このようなデータは無い。 

一次元の地震応答解析では沖積層の動的データが、二次元の場合にはそ

れに加えて地盤改良土や盛上り土、ＳＧＭ軽量土、埋土の動的データが必

要であるが、一つも無い。 

Ｂ－２７地点の非排水せん断強度は、他の３地点から推定しているの

で、Ｂ－２７地点の動的データもないはずである。沖縄防衛局はＢ－２７

地点の動的データがないにも関わらず地震解析をしている。 

 

（甲２・６９） 
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 （５）複雑な地盤の動的解析は二次元解析をすべきである 

次図は、Ｃ－１－１－１断面とＣ－１－１－２断面である。ケーソンに比

べてＳＣＰ（サンドコンパクションパイル）の施工幅があるので、地震応答

はＳＣＰ部の影響を大きく受ける。 

ところが、解析は自然地盤のＡｖｆ－ｓ層、Ａｖｆ－ｃ層、Ａｖｆ－ｃ２

層で行っている。 

沖縄防衛局は、「港湾基準・同解説」の記述を引用し、ＳＣＰ施工した場

合のほうが、一般に応答が小さくなるとしているが、それは地盤のせん断剛

性と地震動の周波数特性との関係で決まる。特に、辺野古の場合、前述した

とおり、レベル１地震動の作成が不適切で、低周波数成分が少ないために、

軟弱地盤の応答が小さく出ている。 

また、ＳＤ（サンドドレーン）部の圧密促進に伴う強度増加で地盤応答が

大きくなる可能性が高い。更に、Ｃ－１護岸は埋没谷に位置するので、水を

はった洗面器の底を叩くと波紋が縁から中央へと行き来して大きな波が生じ

るように、地震動が増幅する可能性がある。 

このように地形が複雑で軟弱な地盤や改良地盤などが複雑に入り組んでい

る場合には、１次元地震応答解析では、複雑な地盤の地震応答を評価できな

いため、照査用震度の過小評価を避けるためにも２次元解析地盤モデルによ

る評価が不可欠である。 

 

（甲２・図７０） 
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 ５ 外周護岸が震度１～３で崩壊すること 

 （１）外周護岸とその支持地盤の地震時安定性 

２０２０年７月２日に沖縄辺野古調査団の立石代表（新潟大学名誉教授）

は、防衛大臣、沖縄防衛局長、技術検討会委員長に「普天間飛行場代替施設

辺野古新基地における護岸の安定性に関する解析の要請」を提出した。 

これは、同調査団がＣ－１－１－１工区（標準断面①）を対象に試解析を

した結果、震度１～震度３で護岸が崩壊することが分かったとして、関係機

関に地震時の安定性を確認するよう要請したものである。ここで試解析とし

た理由は、解析モデル・地盤条件などが分からないので、技術検討会資料に

あるＣ－１－１－１工区（標準断面①）の作用耐力比やすべり面が、ほぼ一

致するように試行錯誤をして設定したためとしている。 

この要請に対し、沖縄防衛局などはどのように対応したのかを明らかにし

ていない。 

 

（甲２・図７１） 

 （２）試解析結果①抑止工としてのＳＧＭ軽量土 

解析結果をＳＧＭ軽量土を施工しない場合と併せてまとめたものが次の表

である。 

ＳＧＭ軽量土による補強がなければ作用耐力比は１を上回り、護岸は安定

性を確保できない。さらに、Ｃ－１－１－１工区で問題なのは、ＳＤ地盤改

良部の圧密沈下が大きいのに対し、ＳＣＰ地盤改良部の沈下は小さいことで
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ある。大きな不同沈下が生じ、ＳＧＭ軽量土はひび割れ、せん断抵抗力は発

揮できなくなる。施工時及び完成時に作用耐力比が１を超える可能性が高

い。 

 

（甲２・図７２） 

 

（甲２・表５３） 

 

 （３）試解析結果②Ｃ－１－１－１工区は僅かな震度でも崩壊する 

ＳＣＰ改良地盤及びＳＤ改良地盤をすべり面が貫通する場合、次図に示す

ように完成時は、水平震度Ｋｈ＝０．００１４やＫｈ＝０．００３で安定が

保てず、施工時ではＫｈ＝０．０１０１で安定が保てないことが明らかにな

っている。 

Ｋｈはその場所の最大水平加速度を重力加速度で割ったものである。 
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（甲２・図７３） 

 

 （４）試解析結果③外周護岸は一部を除き、僅かな震度でも安定性を保持でき

ないこと 

ア 水平震度と気象庁の震度階級 

Ｃ－１－１－１工区の水平震度と気象庁の震度階級との関係について、

気象庁の観測地点である名護市豊原とＣ－１－１－１工区の地盤を比べ

て、両者の加速度と震度の関係を調べたものが、次の表である。 

 

 

 

 

 

水平震度 

気象庁の震度階級 Ｃ－１－１－１工

区 
名護市豊原 

施工時 

０．０１０１

（９．９ｇａ

ｌ） 

０．０１７１

（１６．８ｇａ

ｌ） 

震度３ 

完成時ＳＣＰ貫通（小

円） 

０．００１４

（１．４ｇａ

ｌ） 

０．００２４

（２．４ｇａ

ｌ） 

震度１ 

完成時ＳＤ貫通（大円） 

０．００３

（２．９ｇａ

ｌ） 

０．００５１

（５．０ｇａ

ｌ） 

震度２ 

（甲２・表５４） 
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イ 外周護岸は震度１～３で安定性を保持できないこと 

     沖縄防衛局が行った外周護岸のすべりに対する安定性照査結果の表が次

表であるが、背景が灰色のセルは震度１～３で崩壊する可能性が高い護岸

である。 

Ｃ－２工区の一部を除く護岸の全てで震度３以下の地震により護岸が

崩壊する。その理由は、Ｃ－１－１－１工区の施工時の作用耐力比が

０．９２６であっても、水平震度が０．０１０１（９．９ｇａｌ）で作

用耐力比が１になるからである。 

 

工区          検討条件 施工時 完成時 完成時 ＳＧＭの有無 

Ｃ－１－１－１工区 （標準断面①） ０．９２６ ０．９９２ 
０．９８９（Ｓ

Ｄ貫通） 
有 

Ｃ－１－１－２工区 （標準断面②） ０．９７１ ０．９９５ ― 有 

Ｃ－１－２－１工区 （標準断面③） ０．８１６ ０．９６６ ―  

Ｃ－２－１－１工区 （標準断面④） ０．５５３ ０．６７５ ―  

Ｃ－２－２－１工区 （標準断面⑤） ０．６５７ ０．７８４ ―  

Ｃ－２－３－１工区 （標準断面⑥） ０．８７２ ０．９７５ ―  

Ｃ－２－４－１工区 （標準断面⑦） ０．９８５ ０．９９８ ― 有 

Ｃ－３－１－１工区 （標準断面⑧） ０．８７７ ０．９９６ ― 有 

Ｃ－３－１－２工区 （標準断面⑨） ０．９８６ ０．８６３ ―  

Ｃ－３－２－１工区 （標準断面⑩） ０．９９７ ０．９８４ ― 有 

係船機能付き護岸 （標準断面⑪） ０．８５９ ０．９６５ ―  

（甲２・表５５） 

 

ウ 辺野古地先付近の発生地震 

２０１０年４月から２０２０年３月の間で名護市豊原では、下記の頻度

で地震を経験している。したがって、施工中あるいは完成時に同規模の地

震を受ける確率は極めて高い。 

・震度１以上 ６０回（年６回の頻度） 

・震度２以上 １３回（年１回以上の頻度） 

・震度３以上 ３回（３年に１回の頻度） 
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そして、前述したとおり、Ｃ－１－１－１工区は僅かな震度でも崩壊す

るのであるから、Ｃ－２工区の一部を除く全ての工区で、震度１から３の

地震により、施工時や完成時に崩壊する。 

このような事態が予想されるのに、沖縄防衛局は、「港湾基準・同解

説」に固執し、護岸の支持地盤の地震時安定性を全く検討していない。 

 

（甲２・図７４） 

６ 小括 

 （１）辺野古断層という活断層の存在 

埋立区域付近の陸上には、辺野古断層という活断層が存在することが文献

において示され（遅沢壮一＝渡邊康志『名護・やんばるの地質』２０１１）

辺野古断層を海に延長していくと、その延長上の海底に谷地形または谷側壁

の急斜面が延びていることが認められるところ、本件埋立事業は、この海底

谷地形の箇所の直上に飛行場滑走路等の施設を建設するものであるが、地質

学者である加藤祐三琉球大学名誉教授は、埋立対象区域の海底谷地形は活断

層の位置を示していると推定されると指摘し、また、前掲『名護・やんばる
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の地質』の著者である遅沢壮一は、上記海底谷地形は活断層であると認めら

れるとの判断を示している。 

活断層の存在が指摘されている箇所を海兵隊飛行場建設のための埋立地場

所として選定することは、公有水面埋立承認審査基準の「埋立をしようとす

る場所は、埋立地の用途に照らして適切な場所と言えるか」に適合せず、海

兵隊飛行場である辺野古新基地を建設するために辺野古沿岸を埋め立てるこ

とは「国土利用上適正且合理的ナルコト」の要件を充足していないと認めら

れるに至っており、本件代執行承認処分の効力を維持することが公益に適合

しない状態が生じている。 

辺野古新基地を建設するために多くの報告書、検討書、資料が作られ、あ

るいはそれらに対する鑑定が行われた。しかし、いずれのものも辺野古新基

地に、地震リスクとして何があり、いかに災害レジリエンスを確保するかに

触れていない。 

   

 （２）活断層が存在することによる危険性の高さについて 

活断層が存在することによる危険性の高さについて、国は東日本大震災の

以前は、これを極めて軽視し、裁判所も国の根拠のない安全神話に盲目的に

追従してきた司法上の歴史があるが、東日本大震災後は、そのリスクを現実

的に直視する裁判例・決定も徐々にみられるようになっているところ、地震

リスク及び災害レジリエンス（強じん性）の検討が欠如していることは、法

第４条第１項第１号および第２号）の要件を満たさない。 

 

第９ 辺野古埋立工事が不可能であること 

１ 地盤の安定性照査に技術的合理性はないこと 

地盤の安定性を照査するには、第４で詳述したとおり、作用力、抵抗力、部

分係数、安定性評価式が技術的合理性を有していなければならない（第４、１ 

式１）。しかし、これまで述べてきた通り、作用力では、不適切なレベル１地
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震動（第５、２など）の作成や地盤安定性照査にレベル１地震動を考慮しない

（第２、２（４））などの点で技術的合理性がなく、抵抗力では、Ｂ－２７地

点での力学試験をせずに、不適切な方法でせん断強度を推定（第３、６

（１）、第４、３など）し、安定性評価式では、部分係数のうち観測施工を前

提とした調整係数ｍを一律１．１０とする（第４、２）などで、技術的な合理

性はない。 

これらは、周辺護岸の支持地盤が安定であるとの結論を導くためという点で

共通しており、特定の意思が働いたものと推測せざるを得ない。地盤の安定性

照査について技術的合理性がなくても、技術検討会委員のお墨付きと「日下部

鑑定書」を根拠に、「設計概要変更承認申請書」が一たび承認されれば、地盤

の安定性に不都合な事態が生じても“想定外の地盤”という口実で何回でも設

計変更ができるからである。 

 

２ 新たに地盤調査を行わなければ、施工はできない 

   成層状態が複雑な地形である周辺護岸及び南側・北側滑走路位置の地盤の調

査間隔は、ボーリングにサウンディングを合わせても１００ｍ程度であり、表 

１０の調査間隔の目安と比べても広すぎる。また、埋没谷の地盤調査間隔は粗

く、Ａｖｆ－ｃ２層の場合、各地点で採取した試料数が少ない。更に、周辺護

岸のＡｖｆ－ｃ層のせん断強度は、何の説明も根拠もなく埋没谷のＡｖｆ－ｃ

層の推定値を用いている。こうしたことから動態観測を伴う施工をするにして

も、また起伏の激しい急峻な埋没谷のすべり安全性を確認するためにも、Ｂ－

２７地点を含む周辺護岸の支持地盤のせん断強度を直接確認しなければ施工で

きない。 
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３ 海面下７０ｍのＳＣＰ施工は、前代未聞のものであり、何が起こるか分か

らないこと 

本件埋立工事においてはＳＣＰ工法が予定されている（甲１９）。甲２（９

６頁）図７６にＳＣＰ工法が示されている。沖縄防衛局は、ＳＣＰ施工の事例

は多数あると主張するが、辺野古新基地のように起伏に富んだ海底地形で、海

面下７７ｍまで軟弱地盤（狭義の解釈）の事例はない（甲２０）。しかも、鋼

管ケーシングと地盤に働く摩擦力等のために深さ７０ｍが施工限界と説明され

ている。 

羽田国際空港と関西国際空港では、ほぼ水平な地盤を対象に、それぞれ深さ

４２ｍ、２５ｍまでをＳＣＰで施工しているのである。深さ７０ｍの施工実績

は、韓国で試験工事として１件ある（資料によっては６５ｍ）とされるのみで

ある。 

 

図 2 ＳＣＰ（サンドコンパクションパイル）工法 

出典：例えば、ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｙｏｒｉｇａｍｉ．ｃｏ．ｊｐ／ｃｏｍｍｕｎｉｃａ

ｔｉｏｎ／ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓ／ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ１＿１．ｈｔｍｌ 

（甲２（９６頁）図７６） 

Ｃ－１護岸のＳＣＰ施工は、日本でも他の国でも経験のない深さであるう

え、堅固な地盤に到達しない「浮き型ＳＣＰ」と呼ばれる特殊な地盤改良であ

る。浮き型ＳＣＰは、空港港湾技術研究所で多く研究されているが、水平地盤

を対象としたものであり、本件に直接適用できるものではない。 

Ｃ－１護岸などの海底面は起伏に富んでいるので、ＳＣＰ先端に働く地盤反

力は砂杭を斜面の下方に押すように働く（甲２（９６頁）図７７）。情報化施

https://www.yorigami.co.jp/communication/structures/structure1_1.html
https://www.yorigami.co.jp/communication/structures/structure1_1.html
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工であっても地中深くの砂杭に変状が生じたら修正は困難であり、周辺が水平

になるまで砂を吐出することになると考えられる（道路土工の情報化施工の場

合は、変状が生じたら「放置」する。（甲２（９６頁）図７８参照）。勾配の

ある海面下７０ｍのＳＣＰ施工では、砂杭が折れてしまったり、砂の投入量が

過剰に多くなったりと、何が起こるか分からないのである。 

 

 

（甲２（９６頁）図７７） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（甲２（９６頁）図７８参照） 

 

図 3 傾斜基盤に対する浮き型 SCP 先端部の滑り 

図 4 道路土工の情報化施工の実施フロー 
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甲２（９６頁）図７９はＳＣＰ施工の代表的な破壊モードである。ただ、浮

き型ＳＣＰで基盤が傾斜している場合の破壊モードの事例はない。一方、甲２

（９６頁）図８０はＳＤ施工の場合である。施工が最大７０ｍの深さまで達

し、埋没谷の地形が起伏に富んでいるうえに、Ａｖｆ－ｃ層は振動に弱いと考

えられる（モンケン自沈やＮ値＝０の部分が多い）ことから、ドレーンの砂切

れや圧密時のドレーンの曲がりなどのために砂柱は途切れ、排水機能を喪失す

る恐れが高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      （甲２（９７頁）図７９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 超軟弱地盤中のＳＤ施工の破壊モード      （甲２（９７頁）図８０） 

  

図 5 SCP 砂杭が中途で破壊する代表的なモード 
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４ 施工そのものが不可能であること 

これまで、設計面から埋立工事が困難なことを述べてきたが、施工そのもの

も不可能である。 

 （１）海面下７０ｍまで施工できるＳＣＰ作業船は１隻しかない 

施工計画では、Ｃ－２護岸の一部を除き、Ｃ－１護岸から係船機能付き護

岸までＳＣＰ工法により地盤改良を行う。Ｃ－１護岸では、同時に３台の作

業船でＳＣＰ施工する計画になっている（第３回技術検討会資料ｐ．２

９）。しかし、同資料ｐ．８４によれば、国内に海面下７０ｍまで施工でき

るＳＣＰ作業船は１隻しかない（甲２（９６頁）表５７）。しかも、その１

隻は、２０１８年に改造されたものである（ぱいおにあ第３０フドウ丸、

（株）不動テトラＨＰ．）。新たな改造により海面下７０ｍまで可能となる

船舶が２台あるが、民間業者が改造に応じるのか、工事に間に合うのか、費

用負担はどうするかなどの課題がある。 

 

また、同資料ｐ．４９の全体工程によれば、ＳＣＰ施工の期間は、工事開

始後８月度から３年後の５月度までの２１か月である。近年の異常気象が続

発するなかで、施工期間中に暴風の襲来が予想されるが、これら３隻の船体

主要寸法は、打込深度５０ｍ、５５ｍ、５８ｍに対して必要な櫓（やぐら）
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の高さに対する安定性を確保するように設計された。打込深度７０ｍ用に櫓

を改造すると、船体の安定を確保する為に、風荷重を安全側に設定しなけれ

ばならない。このため、従来の経験から施工工程を考えるのは危険である。 

 

 （２）トレミー船やリクレーマ船が少なく、工程通りの施工はできない 

地盤改良部全域に厚さ１．５ｍの敷砂を行う。また、外周護岸が開いたま

まで先行盛土（埋立）を行うため、汚濁を防ぐために海底部まで土砂を投入

できるトレミー船が必要となる。しかし、水深４０ｍ対応のトレミー船は日

本に１隻しかない（第３回技術検討会資料ｐ．８５、水深４０ｍの場所は図 

８２の埋立区域③－５に存在する）。なんらかの不具合が生じた場合、代替

船がないために工程通りの施工ができない。また、沖縄防衛局の調べによれ

ば、２，２００㎥／ｈ級のリクレーマ船は国内に７隻あるが、そのうち５隻

を使用することを計画している。埋立工事は、初年度から８年次まで計画さ

れているので、ＳＣＰ船と同じく船体の安定を確保するには、風荷重条件な

どを安全側に設定する必要がある。このため、従来の経験から施工工程を考

えるのは危険であり、現在の工程では施工できない。 

甲２（９９頁）図８１は埋立区域③－５の先行埋立の断面図である。トレ

ミー工法は、一般に、水中でコンクリートやセメント系材料を添加した改良

土を打設する際に用いられる。水との接触による材料分離や汚濁拡散を避け

ることが課題であり、増粘剤を添加することもある。土砂の場合は、図のよ

うに自由落下させるのでＳＣＰのように締固めができず、汚濁拡散を生じ

る。たとえ岩ズリを使用しても汚濁拡散は発生する。 
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（甲２（９９頁）図８１） 

 

甲２（９９頁）図８２はＣ－２護岸のＣ－２－１－１工区の標準断面である。締

固めをしていない間隙比の大きな埋立土砂（岩ズリ）の上に、ケーソンを設置した

ら、埋立土砂は不同沈下し、ケーソンは傾き、滑走路には不陸を生じて、飛行場と

して供用できなくなる恐れが大きい。締固めができないこの方法を採用する限り、

不同沈下と不陸補正のイタチごっこが続く。 

 

（甲２（９９頁）図８２） 
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更に、岩ズリで先行埋立した場合、那覇空港で生じた埋立材の吸い出しが先行埋

土と岩ズリ及び海域との間で発生し、埋土地盤に陥没が生じ滑走路に不陸が発生す

る可能性がある（甲２（９９頁）図８３）。 

（甲２（９９頁）図８３） 

 

 （３）１００隻を超える作業船が集中する計画は物理的に不可能 

甲２（１００頁）表５８に示すように大浦湾では、同時期に多くの工区で

様々な工種の施工をする。一日に１００隻を超える作業船が臨時制限区域内

に集中する。これを複数の施工業者が、独自の工程に基づいて施工する。全

体工程はあっても、毎日１００隻を超す作業船の運転管理や工程管理はだれ

が調整し、どのように徹底するのか。例えば、甲２（１００頁）図８４はＳ

ＣＰ施工の船団配置と埋土施工時のリクレーマ船の船団配置である。臨時制

限区域内には、汚濁防止膜も張られており、航路は限られている。これらの

間をぬって、１００隻もの船舶を安全に運航させるのは、物理的に困難であ

る。 

以上、⑴から⑶に示した施工の困難さを考えれば、沖縄防衛局の主張する

９年１か月の工期（付帯工事を含む）では、とても収まる工事ではない。 



 121 

  

 （甲２（１００頁）表５８ 大浦湾に集中する作業船） 

 

（甲２（１００頁）図８４） 

 

５ 施工できても、地震が起こったら護岸全域が崩壊すること 

普天間飛行場の重要性を考えれば、辺野古新基地の地盤の地震時安定性を照

査しないのは考えられないが、沖縄防衛局は、「港湾基準・同解説」を御旗に

地震時検討をしていない。 

完成時（常時）で作用耐力比が０．９９０より大きい工区は４工区ある。作

用耐力比が０．９９０とは、滑ろうとする力０．９９０に対して、滑りに抵抗
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する力が１．０００の状態である。抵抗力がわずかに１％だけ大きいに過ぎな

い。Ｃ－２－４－１工区の作用耐力比は０．９９８（あるいは０．９９７）で

ある。たった０．２％抵抗力が大きいに過ぎない。しかも、この０．２％はＳ

ＧＭ軽量土のせん断抵抗力も加えた結果である（ＳＧＭ工法協会のホームペー

ジにある施工実績からは、すべり安定性を確保するためにＳＧＭにせん断抵抗

力を負担させた事例を見つけることができない。更に、地盤の不同沈下により

ＳＧＭ軽量土にはひび割れが発生し、せん断抵抗力がなくなるので、Ｃ護岸な

どは地震が起こらなくても常時にすべり破壊を起こす可能性が高い）。 

 

（甲２（１０１頁）表５９） 

 

気象庁の検索システムによれば、辺野古に近い名護市豊原の場合、震度１以

上が１年に６回、震度２以上が１年に１回、震度３が３年に１回発生してい

る。これらの震度の地震は、日常的に起こっているが、第５の５で述べたよう

にＣ２護岸の一部を除く外周護岸は、震度１から震度３で崩壊する。埋立地盤

は大浦湾に流出し、海域環境は壊滅的被害を受けることになる。崩壊を免れた

護岸基礎の地盤も全ての護岸で耐震検討、耐震対策をすることになる。 

更に、Ｃ－１護岸は、Ａｖｆ－ｃ層は海面下７７ｍまであるが、そのうち地

盤改良ができるのは海面下７０ｍまでなので、厚さ７ｍのＡｖｆ－ｃ層が改良

されずに残る。このため地震時に崩壊する危険性を取り除くことはできない。 

 

６ まとめ 

沖縄防衛局の地盤の調査・評価に技術的合理性はない。この為、地盤の安定

性照査結果は信頼できない。信頼できない照査結果にしても、作用耐力比０．

９５以上の工区が１１工区中９工区、０．９９以上の工区が５工区あり、本意
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見書で指摘した問題点を適切かつ合理的に評価すれば作用耐力比は１以上にな

る。更に、震度１～３の地震で、作用耐力比は確実に１以上になり、計算上、

周辺護岸や海上ヤードは崩壊する。 

地盤の調査・評価に技術的合理性がないので、新たに地盤調査を行わなけれ

ば、施工してはならない。Ｃ護岸のＳＣＰ施工は、改良地盤の深さ、対象地盤

の複雑さなど前代未聞のものであり、砂杭に不可逆的な変状が生じたら、情報

化施工であっても対処できない。運よく施工ができても、レベル１クラスの地

震動により護岸のほぼ全域が崩壊する。 

大浦湾の埋立工事は、世界一危険な飛行場の撤去という県民の思いを裏切

り、国民・県民に多額の費用負担を強い、国土とその環境を崩壊させる。その

結果、米軍の選択肢は、那覇空港に代替機能を持たせるか、普天間飛行場を返

還せずに、いつでも使用可能な状態にしておくかである。当初の普天間飛行場

の代替施設という移転目的が達せられない以上、工事の実行可能性はない。 

したがって、これら重要な事項について看過した本件裁決は、法令解釈の誤り

や事実誤認に基づき、合理的な理由なく、沖縄県知事の裁量を制限しており違法

である。 

 

第１０ 結語 

 以上のとおり、本件変更承認申請は公有水面埋立法の第１号要件、第２号要件を

満たさず、埋立ての必要性も失われており、出願事項変更許可・承認の「正当ノ事

由」も認められず、本件不承認処分は適法であるにもかかわらず、本件裁決は不当

にもこれを取消したものであり、本件代執行承認はそのような違法な内容の裁決や

裁決を前提とした是正の指示を前提としているものであり、違法があることが明ら

かである。 

よって、本件代執行承認は直ちに取り消されなければならない。 

以 上 
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証拠方法 

証拠説明書記載のとおり 

 

附属書類 

 １ 訴状副本            １通 

 ２ 証拠説明書           ２通 

 ３ 甲号証写し          各２通 

 ４ 訴訟委任状          ３０通 

 


